2017年8月1日　社説
170723-0801分　稲田防衛相辞任、日報隠ぺい
朝日新聞／2017/7/29 6:00

社説　陸自ＰＫＯ日報問題／隠蔽は政権全体の責任だ

　稲田防衛相と防衛事務次官、そして陸上幕僚長が辞任する。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊の日報の隠蔽（いんぺい）疑惑は、防衛省・自衛隊のトップ３人の辞任という異例の事態に発展した。
　これは単に防衛省・自衛隊の問題にとどまらない。
　実力組織である自衛隊をいかに統制するかという民主主義の根幹にかかわる問題が、安倍政権でこれほどまでに軽々に扱われている。まさに政権全体の姿勢が問われているのだ。
　■あいまいな監察結果
　この問題では、防衛相直轄の防衛監察本部が、３月から特別防衛監察を実施していた。
　だが、きのう発表された監察結果は極めて不十分だった。
　「廃棄した」とされた日報データが陸自にあったことが、稲田氏に報告されたか。
　それが最大の焦点だった。なのに、報告書はそこがあいまいにされている。
　報告書は、稲田氏も加わった２月１３日と１５日の会議で「陸自における日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」と認めた。
　その一方で「日報データの存在を示す書面を用いた報告がなされた事実や、非公表の了承を求める報告がなされた事実はなかった」と結論づけている。
　書面は用いなかったかもしれない。では「口頭での報告」はあったのか。多くの人がそう疑問に思うはずだ。
　だがその点について、報告書は何も記していない。
　「非公開」とする決定に稲田氏が関与したかどうかについても、「何らかの方針の決定や了承がなされた事実もなかった」という。政権にとって都合のよい結論をただ示されても、納得する人はどれほどいよう。
　そもそも防衛相は特別防衛監察の対象外だ。稲田氏は約１時間聴取に協力したというが、防衛相の指示で行われる監察が防衛相自身に機能するだろうか。結果をみれば、制度の限界を露呈したというほかない。
　■安保法の実績のため
　資質が疑問視されていた稲田氏を防衛相に任命し、批判を浴びる言動を繰り返してもかばい続けた首相の責任は重大だ。
　政権が問われるのは、それだけではない。
　実際は存在していた文書を、組織ぐるみでなかったことにした背景に何があったのか。
　昨年７月の日報には、南スーダンの首都ジュバで起きた激しい「戦闘」が記録されている。しかし、首相や稲田氏はこれを「衝突」と言い換えて国会で説明してきた。
　安倍政権は当時、安全保障関連法による「駆けつけ警護」の新任務の付与を検討していた。そんななか日報が開示され、現地で「戦闘」が起きていることが国会や国民に伝われば、ＰＫＯ参加５原則に照らして派遣継続自体が困難になりかねない。
　日報隠蔽疑惑の発端にはそんな事情があった。
　結果として、派遣延長や駆けつけ警護の付与という政策決定が、国民にも国会にも重要な判断材料を隠して行われたことになる。政権による安保法の実績作りのために、現地の治安情報をねじ曲げたとも言える。
　主権者と立法府への背信行為にほかならない。実力組織の運用について、政府の決定の正当性そのものが揺らぐ事態だ。
　■国会の役割が重要だ
　防衛省・自衛隊の隠蔽体質をどのように改善し、適正な情報公開や文書管理を実現するか。自衛隊への民主的統制をいかに機能させるのか。
　真相究明をうやむやに終わらせれば、再発防止策は立てられない。そればかりか、再び同じ過ちを起こしかねない。
　加計、森友問題でも見られるように、情報公開や文書管理を軽視するのは安倍政権の体質である。
　これまでの経過をみれば、防衛省の自助努力に任せることはできない。政府による文民統制を再構築すると同時に、国会による統制の機能を強めなければならない。
　与野党は再来週、閉会中審査に臨むことで合意した。稲田氏が参考人招致に応じるのは言うまでもないことだが、安倍首相も出席すべきだ。
　首相はきのう、こう語った。
　「閣僚の任命責任についてはすべて総理大臣たる私にあります。国民の皆様の閣僚に対する厳しいご批判については私自身、真摯（しんし）に受け止めなければならないと思っております」
　ならば自ら進んで出席するのが当然だ。首相は自衛隊の最高指揮官でもある。
　憲法５３条に基づき野党が求める臨時国会をすみやかに開き、徹底した議論の上に再発防止の道筋を描く必要がある。
　こうした議論に後ろ向きなら、隠蔽の上に隠蔽を重ねると言われても仕方ない。
　稲田氏の辞任は遅きに失したが、文民統制の不全を正す契機としなければならない。

読売新聞／2017/7/29 8:00

社説　稲田防衛相辞任／体制刷新で混乱に終止符打て

　閣僚、次官、陸上自衛隊トップの３人の進退に波及した。極めて深刻な事態である。
　南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事した陸上自衛隊部隊の日報問題で、稲田防衛相が辞任した。第２次安倍内閣の発足以降、閣僚の辞任は６人目だ。
　稲田氏は、「ガバナンス（統治）の信頼を損ないかねない印象を与えた。監督者として責任は免れない」と辞任理由を語った。
　黒江哲郎次官と岡部俊哉陸上幕僚長も辞職に追い込まれた。省内の混乱収拾のため、体制を刷新して出直すのはやむを得まい。
　陸自は、廃棄したはずの日報のデータを保管していたのに、公表を見送っていた。防衛監察本部が稲田氏の指示により、特別防衛監察を実施した。
　その報告書は、黒江氏が「行政文書ではなく、隊員個人のデータだ」として、非公表を決めたと認定した。陸自幹部がデータ廃棄を図ったことも指摘している。
　組織ぐるみで情報公開の趣旨に反した、との批判は免れない。
　稲田氏について、報告書は、非公表決定への関与を否定した。
　日報の保管に関する報告を受けたかどうかについては、明確な結論を出せなかった。陸自は「稲田氏に報告を上げた」と主張してきた。「認識はない」とする稲田氏の見解とは食い違ったままだ。両者の亀裂の深さが露呈した。
　看過できないのは、陸自内からとされる情報流出が相次いだことである。造反まがいだ、と受け取られ、内局と陸自の反目が尾を引くようであれば、文民統制に支障を来しかねない。
　日本を取り巻く安全保障環境は険しさを増し、防衛省の責務はさらに重くなっている。防衛の本質から離れた問題を巡って失態を重ね、国民の信頼を損ねたことは、極めて残念である。再発防止の徹底が欠かせない。
　来週に予定される内閣改造までは、岸田外相が防衛相を兼務する。北朝鮮が新たに弾道ミサイルを発射した。日本の安全確保のために万全を期さなければならない。
　稲田氏が、昨年８月に就任して以降、問題視される言動を繰り返したにもかかわらず、かばい続けたのは安倍首相である。
　首相は「任命責任は私にある。厳しい批判は、真摯（しんし）に受け止めねばならない」と述べた。経験を積ませようと、中堅議員を防衛相に登用するのは避け、国際軍事情勢や安保政策に精通した人材を起用すべきだろう。

毎日新聞／2017/7/29 4:00

社説　陸自日報問題で稲田氏辞任／文民統制に疑念を招いた

　国の安全保障を担う巨大組織を揺るがす異常な事態である。 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の陸上自衛隊部隊が作成した日報問題をめぐり、稲田朋美防衛相が辞任した。黒江哲郎防衛事務次官も同時に辞任し、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も近く辞める。 
　防衛省の特別防衛監察の報告書が公表され、「陸自内で廃棄した」とされた日報の電子データは当初から存在し、組織的な隠蔽（いんぺい）が明らかになった。このため関係する「トップ３」がそろって引責を迫られた。 
　発端は昨年７月に陸自部隊が活動した首都ジュバでの政府軍と反政府勢力による武力衝突にさかのぼる。 
　派遣部隊が日々、日本の陸自に送る日報は特定の自衛隊幹部らが閲覧できるネット掲示板に公文書として掲載されている。 
　防衛省は衝突直後に派遣部隊と陸自とのやりとりの文書に関する情報公開請求を受理した。 
　しかし、陸自は日報を「個人資料」にすり替え、公文書ではないという口実で公開対象から除外した。 
　さらに昨年１０月に受理した衝突時の日報に関する情報公開請求では、存在する日報を「既に廃棄されている」との理由から非開示とした。 
　しかし、非開示決定後の再調査で日報の存在を隠しきれなくなると、「廃棄」とつじつまを合わせるため日報を次々に削除した。 
　報告を受けた事務次官らも公開が不要な「個人資料」で処理し、日報の存在を非公表とする判断をした。 
　最初の偽装を発端に矛盾しないよう虚偽を重ね、最後は事実を隠すために証拠隠滅をし口裏を合わせた。隠蔽工作と言われても仕方ない。 
　最大の焦点はこうした経過に稲田氏が関与したかどうかだった。 
　監察の聴取に対し、陸自側は日報の存在を稲田氏に報告し非公表の了承を得たと主張した。しかし、稲田氏はその報告も了承も否定し、食い違いを見せた。 
　報告書は稲田氏と陸幕幹部とのやり取りで「陸自の日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」と指摘し、疑惑が残る認定となった。 
　稲田氏は国会で「報告されなかった」と答弁しており、矛盾が生じる可能性がある。辞任したとはいえ参考人などで国会に対する説明責任を果たすべきだ。 
　深刻なのは、日報問題をめぐる一連の混乱を通じて稲田氏の文民統制（シビリアンコントロール）に疑問を抱かせたことだ。 
　稲田氏は学校法人「森友学園」との関係についての国会論議で批判の的となり、自衛隊内からは指導力への疑問が強まった。不満は稲田氏の服装に及ぶこともあったという。 
　稲田氏は、約２３万人の自衛隊に対する統率力があるのか、その資質が問われ続けてきた。辞任は遅すぎたといえよう。 
　安倍晋三首相は稲田氏を登用した任命責任を認めつつ、自ら事態を収拾しようとしなかった。 
　首相が稲田氏に新人のころから注目し、自民党政調会長などに抜てきしたのは、保守的な思想を共有しているためだとされる。 
　だが、稲田氏の言動には批判も強い。東京都議選では自民党候補の応援演説で「自衛隊としてもお願いしたい」と発言したのが問題化し、更迭を求める声すらあった。 
　こうした稲田氏を首相はかばい続けた。稲田氏は早くから辞意を首相に伝えていたという。それならば首相が辞任を止めていたことになる。 
　首相は憲法９条の改正を唱えている。自衛隊違憲論を封じるために憲法に存在を明文化させたいという。 
　しかし、それほど重視する自衛隊なのに、稲田氏を防衛相として送り込んだのは、お気に入りの稲田氏にキャリアを積ませるためだったとみられている。稲田氏の一連の失態は、安倍流改憲論の浅さをも浮き彫りにした。 
　今回の監察を受け防衛省は「１年未満」とされる日報の保存期間を「１０年」にするなど文書管理の在り方を見直すという。 
　「１年未満」の文書では森友学園への国有地売買に関する交渉記録が廃棄され、真相解明の壁になった。 
　ずさんな文書管理は政府全体の問題だ。都合の悪い文書が「１年未満」や「個人資料」に分類され、保存や公開の抜け道にならないよう抜本的な見直しが必要だ。

日本経済新聞／2017/7/29 4:00

社説　自衛隊の隠蔽体質ただせぬ政治の無力

　日本の国防に対する信頼を損ないかねない異常な事態である。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題を巡り、稲田朋美防衛相、黒江哲郎防衛次官、岡部俊哉陸上幕僚長が辞めることになった。統率力を発揮できない稲田氏の交代は遅きに失した。政府は体制を早く立て直す責任がある。
　稲田氏は28日に安倍晋三首相に辞表を提出し、受理された。記者会見では辞任理由について「防衛省・自衛隊の情報公開に対する姿勢に疑念を抱かせた。国内外で日々任務に当たる隊員の士気を低下させかねない」と語った。
　防衛監察本部は同日、日報問題に関する特別防衛監察の結果を公表した。それによると南スーダンで武力衝突が起きた昨年７月の派遣部隊の日報があるにもかかわらず、陸上自衛隊は情報公開請求に対し意図的に開示を見送った。
　防衛省は再調査により統合幕僚監部で見つかった日報を今年２月に公表したが、陸自のもともとの日報の存在は伏せたままにする判断を次官らも追認した。陸自内に残る日報の存在を稲田氏が知っていたかどうかは認定を避けた。
　部隊の派遣先の治安情勢は隊員の安全だけでなく、活動継続の判断にもかかわる。組織で共有する行政文書の意図的な非開示や破棄は、情報公開法に違反する。
　陸自は当初の誤った判断に縛られ、防衛省幹部の事なかれ主義が是正の機会を失わせた。最終的に政治家である防衛相が事実を把握し、適切に指示をする文民統制の仕組みも機能していないという重大な問題をはらんでいる。
　稲田氏は、学校法人「森友学園」の訴訟への弁護士時代の関与を国会で全面否定したあと、すぐに撤回と謝罪に追い込まれた。東京都議選では防衛省・自衛隊が自民党候補を応援しているかのような発言をした。それでも首相は野党の罷免要求を拒み続け、政権への批判を強める結果となった。
　北朝鮮の核・ミサイル開発などにより国際情勢は緊張している。防衛相はいざとなれば自衛隊を統率する立場であり、他の閣僚に増して首相の任命責任は重大だ。
　野党は日報問題の経緯や隠蔽に至る組織の構造的問題を議論するため、国会の閉会中審査を早期に開くよう求めている。政府・与党は稲田氏出席の上でこれに応じるとともに、新たな体制での防衛省・自衛隊の立て直しに全力をあげてもらいたい。

産經新聞／2017/7/29 6:00

主張　稲田防衛相の辞任／国の守りは大丈夫なのか

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊の日報の隠蔽（いんぺい）問題は、稲田朋美防衛相と黒江哲郎防衛事務次官、岡部俊哉陸上幕僚長の辞任に発展した。
　情報公開の不手際が国民の信頼を損なった。それだけでなく、防衛省・自衛隊の中枢が、事後対応で右往左往する姿を内外にさらし続けた。
　自衛隊の精強さを保つには、国民の高い支持が欠かせない。統率のとれた自衛隊でなければ、日本を攻撃しようとする周辺国への抑止力たりえない。
　稲田氏は、その国防の基盤を台無しにしたのであり、責任は重大である。
　安倍晋三首相は「国民の皆さまに心からおわび申し上げたい」と語った。その任命責任は極めて重い。統率力の欠如など、資質や言動に何度も疑問を呈された稲田氏を、首相はかばい続けた。
　内閣改造では、とりわけ文民統制の要となる防衛相の選任について判断を誤らないでほしい。
　見過ごすことができないのは、公表された特別防衛監察で、稲田氏自身の関与をめぐる疑惑が解消されたとは言えないことだ。
　「廃棄済み」だったはずの日報の電子データは陸自で見つかった。だが、防衛省は「行政文書でない」として、保管の事実を非公表とする方針を決めた。
　焦点は、稲田氏が陸自側からデータの発見について報告を受けていたかどうかだった。
　フジテレビが報じた手書きの議事録によると、２月１３日の会議で陸幕幹部が保管の事実を報告し、稲田氏は国会対応を念頭に「明日、何て答えよう」と語った。
　一方、稲田氏は保管の報告がなかったと主張している。
　出席者の証言の食い違いを理由に、特別防衛監察は「日報のデータについて何らかの発言があった可能性は否定できない」として事実認定を避けた。
　稲田氏は辞任で責任を果たしたわけではない。国会の閉会中審査などで説明を尽くすべきだ。
　問題となった日報は、陸自で見つかるよりも先に統合幕僚監部が公表済みだったものだ。なぜ防衛省は陸自の保管を非公表にしたのか。その場しのぎの軽率な判断だったというしかあるまい。
　いざ有事になったときに戦えるのか。内閣支持率に響くか否か、などという話ではすまない。

中日/東京新聞／2017/7/29 8:00

社説　日報隠し特別監察／隠蔽の闇は晴れない

　防衛省・自衛隊の情報隠しが特別監察で認定された。隠蔽（いんぺい）体質の闇は深い。辞任した前防衛相だけでなく最高指揮官の安倍晋三首相の責任も免れまい。
　情報隠しが認定されたのは、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊部隊が作成した日報に関してである。
　防衛監察本部の特別防衛監察によると、情報隠しは昨年七月、現地部隊が作成した全文書の情報公開請求があった際、陸自中央即応集団の副司令官が日報の存在を確認しながら、開示対象からの除外を指導したことがきっかけだ。
　その後、組織ぐるみで情報隠蔽にかかわることになる。
　昨年七月、陸自部隊が派遣されていた南スーダンの首都ジュバでは大規模な衝突が発生し、二百七十人以上の死者が出ていた。
　その後、公開された日報にも大統領派と反政府勢力との間で「戦闘が生起した」ことや、自衛隊の宿営地近くで「激しい銃撃戦」が起きたことが記述されている。派遣部隊を取り巻く状況は、極めて緊迫していたに違いない。
　日本がＰＫＯ部隊を派遣するには、紛争当事者間で停戦合意が成立していることや、派遣先の国や紛争当事者が自衛隊の派遣に同意していることなど、参加五原則を満たすことが必要だ。
　当時のジュバは「停戦合意」が成立しているとはとても言えず、直ちに部隊を撤収しなければならない情勢だったにもかかわらず、安倍内閣は撤収させるどころか、派遣期間を延長し、交代部隊を現地に送った。首相は現地情勢の緊迫について正確に報告を受けていたのか。報告を受けた上で、戦闘は深刻でないと判断したのか。
　当時、現地での「戦闘」が公表されていれば派遣継続はすんなり認められなかったのではないか。
　安倍内閣には派遣継続を望む理由があった。派遣部隊に「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の任務を与えることである。
　これらの任務は二〇一五年九月に成立が強行された安全保障関連法で可能になったが、自らを守るという武器使用の一線を越え、任務遂行のための武器使用が可能になる。国是である専守防衛を逸脱しかねない危険な任務だ。
　自衛隊の国軍化を目指す首相にとって、自衛隊により積極的な武器使用を認める安保関連法の既成事実化は、政治目標とする憲法改正に向けた一歩だったのだろう。
　陸自による日報隠しは、政権内に蔓延（まんえん）する派遣継続を望む空気も動機の一つだったのではないか。
　問題は、こうした自衛隊の運用が、派遣先の情勢を国民に隠して行われたことである。かつて旧日本軍が、戦況をめぐり国民に真実を伝えず、破局的な戦争を継続して、国内外に多大な犠牲を強いた苦い歴史を彷彿（ほうふつ）とさせる。
　特別防衛監察は、情報公開や文書管理の適正化を促してはいる。それは当然だが、国民に真実を隠し、憲法を逸脱しかねない活動を自衛隊に強いたことにもメスを入れなければ隠蔽の闇は晴れない。
　自衛隊は憲法上、軍隊とは位置付けられていないが、世界でも有数の火力を備える実力組織でもある。国民が選んだ国会議員を通じて「文民統制」を受けるのは当然だ。国民に情報を隠して活動を拡大することは許されない。
　稲田朋美防衛相は、日報隠しへの防衛省・自衛隊の組織的な関与が認められたとして監督責任を取って辞任したが、今月の都議選では防衛省・自衛隊を自民党候補の支援に政治利用する発言をした。
　本来、首相は直ちに罷免すべきだった。任命責任は免れない。辞任は遅きに失したが、八月三日にも予定する内閣改造直前での辞任を追及逃れに利用すべきでない。
　監察結果は陸自での日報データ保管を、今年二月の会議で稲田氏に報告した「可能性」に触れた。稲田氏は否定しているが、双方の言い分が違うのなら、国会で徹底的に究明する必要がある。
　安倍政権は速やかに臨時国会の召集もしくは閉会中審査に応じ、稲田氏と関係者を参考人招致した集中審議を開くべきである。
　創設から六十年を超えた自衛隊は、海外で武力の行使はしない専守防衛に徹し、災害派遣などを通じて国民の高い評価を得ている。情報隠しは積み上げてきた国民の信頼を裏切る行為であり、二度とあってはならない。
　どんな防衛相でも、自衛隊がその統制に服するのが文民統制ではあるが、稲田氏が安全保障政策に精通していなかったことも、混乱の一因だろう。後継には経験豊富な人材の登用を望みたい。新しい防衛相と事務次官の下で、再発防止策を徹底し、信頼回復への一歩を大きく歩みだしてほしい。

しんぶん赤旗2017年7月29日(土)
主張　陸自日報隠蔽問題　稲田氏辞任で幕引き許されぬ

　陸上自衛隊が南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）派兵部隊の日報を廃棄したとしながら実際は保管していた問題をめぐり、稲田朋美防衛相が「監督責任」を理由に辞任しました。同時に防衛監察本部が公表した特別防衛監察の結果は、陸自が日報を保管していた事実を非公表とする判断に稲田氏が関与していた疑惑を認定しませんでした。しかし、防衛監察本部も、稲田氏に陸自の日報保管が報告された可能性があることを認めています。稲田氏の疑惑は濃厚であり、辞任で幕引きを図るとすれば、それこそ重大な“隠蔽（いんぺい）工作”に他なりません。
防衛相の関与疑惑は濃厚

　日報は、昨年７月に南スーダンの首都ジュバで政府軍と反政府勢力との間で発生した武力紛争を「戦闘」と明記し、「停戦合意」など自衛隊派兵の前提である「ＰＫＯ参加５原則」が崩壊していることを示していました。
　防衛監察本部が監察結果をまとめた報告書では、▽昨年７月に陸自派兵部隊と上級機関の陸自中央即応集団司令部がやりとりした全ての文書（電子データを含む）の提出を求めた情報公開請求に対し、陸自は日報が存在しているにもかかわらず意図的に開示しなかった▽昨年１０月の情報公開請求に対しても、陸自に日報は存在していたのに既に破棄したとして開示しなかった―などの新たな事実が明らかになりました。陸自が虚偽の説明までして日報を隠蔽しようとしたことは、極めて深刻な問題です。
　防衛省の事務方トップである黒江哲郎事務次官が陸自の日報保管について今年２月１５日に陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長から報告を受け、翌１６日に非公表とする方針を決めたことなども新たに分かりました。日報隠蔽問題の根深さを示しています。
　防衛監察本部の報告書で看過できないのは、稲田氏が２月１３日に陸自ナンバー２の湯浅悟郎陸幕副長らから陸自の日報保管の報告を受け、１５日には黒江事務次官や岡部陸幕長らとの会議で非公表の方針を了承した疑惑を認めていないことです。
　防衛監察本部は防衛相直轄の組織で、今回の特別防衛監察も稲田氏の特命で実施されました。報告書が指摘している通り、監察の対象は、事務次官、防衛省内部部局、陸海空自衛隊を運用する統合幕僚監部、陸上幕僚監部、陸自中央即応集団であり、稲田氏は含まれていません。稲田氏の疑惑に関して監察の正当性、信ぴょう性が問われています。
　報告書が、２月１３日、１５日の防衛省・自衛隊幹部とのやりとりで「陸自における日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」と指摘せざるを得なかったことは重要です。稲田氏が陸自の日報保管の報告を受け、非公表の方針を了承したという証言は複数あるとされます。疑惑はむしろ深まっています。
首相の責任は極めて重大

　安倍晋三首相は、自衛隊の最高指揮官でありながら、陸自の日報保管の疑惑が持ち上がってから今まで一度も防衛省・自衛隊から報告を求めず、稲田氏をかばい続けてきました。首相自身の責任も極めて重大です。
　徹底した真相究明のため、首相と稲田氏は国会で説明責任を果たすべきです。
河北新報／2017/7/29 8:00

社説　稲田防衛相辞任／これで幕引きは許されない

　遅きに失した以外の何物でもない。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、稲田朋美防衛相がきのう、引責辞任に追い込まれた。
　この期に及んで、辞めて済むような問題ではないのは明らかだ。隠蔽了承や虚偽答弁の疑惑を曖昧にしたままで、「幕引き」は断じて許されない。稲田氏はまず、国会の閉会中審査に応じて説明責任を果たすべきだ。
　内閣がもたないと、切羽詰まった安倍晋三首相が最後に引導を渡したのだろう。抜てきした「秘蔵っ子」の度重なる失態に目をつぶり、かばい続けてきた任命責任者としてのけじめは避けられない。
　この問題は、防衛省が日報の情報公開請求に対して「破棄済み」として不開示にしたが、その後、電子データが陸上自衛隊内に保管されていたことが発覚した。稲田氏はデータが残っていたとの報告を受け、最高幹部の緊急会議で非公表を了承したとされる。
　特別防衛監察では、稲田氏がデータ保管の説明を受けた可能性は否定できないとした上で、非公表の方針を了承した事実はないと結論付けた。幹部の関与は認定したものの、「玉虫色」の結果だった。
　特別防衛監察は制度上、防衛相ら政務三役は対象外だが、今回は稲田氏が疑惑報道を受けて聴取される異例の展開となった。渦中にあるトップが命じた監察結果にどれだけ信ぴょう性があるだろうか。「茶番劇」と受け取られても仕方があるまい。
　しかも担当した防衛監察本部は防衛相直轄の組織で、手足となるのは身内の自衛隊員だ。真相解明には中立的な外部の目が不可欠で、今後、国会や第三者機関による徹底的な調査、検証が求められる。
　なぜ、日報の存在を隠そうとしたのかも、不透明なままだ。昨年７月、首都ジュバで起きた政府軍と反政府勢力との大規模な武力衝突について「戦闘」という言葉を使っていたことと無関係であるまい。憲法との整合性が問われることを恐れたのではないか。
　稲田氏が追い込まれた背景には「背広組」の事務方幹部と「制服組」の陸自幹部との激しい対立があるとされる。制服組は「陸自ばかりが悪者にされ責任を取らされる」と不満を募らせていたという。
　防衛相が背広組も制服組も統率できない現状は、文民統制（シビリアンコントロール）の根幹を脅かす由々しき事態である。組織ぐるみの形で国民の知る権利をないがしろにした責任も極めて重い。
　安倍首相は、資質に欠ける稲田氏の更迭に踏み切らなかったことが「傷口」を大きく広げ、深刻な事態を招いたことを真摯（しんし）に反省すべきだ。
　本をただせば、「１強」のおごりに他ならない。加計（かけ）学園問題もしかり。「臭い物にふた」の姿勢を変えなければ、国民からの信頼が地に落ちるのは目に見えている。

中國新聞／2017/7/29 10:00

社説　稲田防衛相辞任／事態収拾とてもできぬ

　南スーダン派遣の国連平和維持活動（ＰＫＯ）日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、稲田朋美防衛相が混乱を招いた責任を取り辞任した。８月３日にも行われる内閣改造の直前まで、事態を引きずった末のことだ。防衛事務次官と陸上幕僚長の引責辞任を受けての判断とも思え、重要閣僚としてお粗末と言うほかない。
　ＰＫＯ日報問題に関する防衛省の特別防衛監察の結果を公表するのと同時の辞任にも、納得できない。監察結果を受けて国会の閉会中審査開催も調整が進められているのに、当の閣僚が説明責任を果たさないまま役目を放棄することになる。
　また朝鮮戦争の休戦協定調印記念日であるおとといは、北朝鮮が大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）などを発射する恐れがあるとみて、日米韓は警戒を強めていた。結果的にミサイルは発射されなかったが、危機管理のセンスも欠いていよう。
　稲田氏にはこれまでも不適切な言動が相次ぎ、防衛相としての資質が疑われてきた。
　東京都議選では自民党候補の応援演説で「防衛省・自衛隊、防衛相、自民党としてもお願いしたい」と発言、自衛隊の政治利用と指摘され撤回した。自衛隊が九州北部の豪雨で救助活動に当たっているさなか、約１時間１０分にわたり「政務」を理由に防衛省を離れていた。
　にもかかわらず、安倍晋三首相は不問に付して続投させてきた。それが一転、内閣支持率の急落で内閣改造までの更迭が不可避になった。政権内部の事情が優先されたのだろう。
　首相の任命責任が厳しく問われても仕方あるまい。更迭を先送りしてきた「判断ミス」は、「１強」ゆえのおごりや緩みから起きたのではないか。
　内閣改造直前の辞任は、けじめをつけたとは言い難い。自らに近い人物に対する甘い姿勢が安倍政権への不信、内閣支持率の低下につながっていることをよくよく認識すべきだ。
　稲田氏は特別防衛監察の結果の公表に当たり、国民に防衛省・自衛隊の情報公開に対する姿勢について疑念を抱かせたこと、日々任務に当たる隊員の士気を低下させかねないということなどを認め陳謝した。
　ＰＫＯ日報問題については、複数の防衛省関係者は、陸自に保管していた事実を非公表とする方針を２月には稲田氏に報告し、了承を得ていたと明らかにした。陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には稲田氏が非公表の方針を了承していたことを記していたという。
　だが、稲田氏はきのうも「私自身報告を受けたという認識は今もなく、私のこれまでの一貫した情報公開への姿勢に照らせば、そうした報告があれば必ず公表するよう指導を行ったはずだ」と述べて譲らない。
　省内に対立の火種は残されたままであり、ＰＫＯ日報問題はこれで終わりとはいかない。文民統制（シビリアンコントロール）が機能しているのかどうか問われる異常事態ではないか。防衛省がもともと抱えていた制服組と背広組のあつれきをさらけ出したともいえよう。
　内閣改造までの間、岸田文雄外相が防衛相を兼任することになったとはいえ、稲田氏は今後の閉会中審査に出席し、政治家として疑問に答えて事態の収拾に当たるべきだろう。

西日本新聞／2017/7/29 12:00

社説　稲田防衛相辞任／首相の任命責任は重大だ

　遅きに失したと言うほかない。防衛省混乱の責任を取るという辞任の理由も釈然としない。
　稲田朋美防衛相がきのう、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題の責任を取って辞任した。
　安倍晋三首相は「閣僚に対する厳しい批判は私自身、真摯（しんし）に受け止めなければならない」と語った。内閣支持率が急落する首相にとって「秘蔵っ子」である稲田氏の辞任は一層の打撃となろう。首相の任命責任は極めて重い。
　稲田氏の物議を醸した言動は枚挙にいとまがない。隠蔽問題の引き金になった日報の「戦闘」表記については国会で「法的な意味の戦闘行為ではない」と強弁した。
　東京都議選の応援演説で「防衛省、自衛隊、防衛大臣としても、お願いしたい」などと、自衛隊の政治利用とみられても仕方ない発言をして撤回に追い込まれた。
　国有地格安売却問題の森友学園の訴訟に弁護士として関与したかどうかを巡り、関与を否定した国会答弁を一転して認め、謝罪したこともある。
　ほかにも憲法や国会の軽視と映るような言動を重ね、重要閣僚としての資質も問われた。まさに「トラブルメーカー」だった。
　にもかかわらず首相は、保守派として政治信条が近い稲田氏を「将来の首相候補」として目をかけ、重用してきた。
　衆院当選３、４回と政治経験の浅い稲田氏を行政改革担当相、自民党政調会長、防衛相として異例の抜てきを続けた。日報問題でも首相は「再発防止を図ることで責任を果たしてもらいたい」とかばった。来月３日にも断行する内閣改造で交代させ、傷を付けまいとしたが、結局かなわなかった。
　稲田氏の遅過ぎた辞任は「１強」と呼ばれる政治状況にあぐらをかき、国民の声や野党の指摘に耳を貸さない安倍政権の傲慢（ごうまん）な体質を象徴していないか。
　首相は内閣改造で態勢を立て直す構えだが、こうした体質を根本的に改めない限り国民の支持を取り戻すのは至難と心得るべきだ。

東奥日報／2017/7/29 10:05

論説　首相の任命責任問われる／稲田防衛相辞任

　稲田朋美防衛相は南スーダン国連平和維持活動（PKO）の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、情報開示に関して自衛隊法違反があったとの特別防衛監察の結果を公表、混乱を招いた責任を取って辞任した。
　特別防衛監察の報告は、焦点だった稲田氏の隠蔽への関与に関して、廃棄済みとした日報が陸上自衛隊に保管されていたことを非公表とする方針を稲田氏が了承した事実はないと結論付けた。だが事実関係を巡ってはさまざまな情報が防衛省・自衛隊から漏れており、混乱に陥っていた。
　稲田氏は組織を掌握する文民統制の能力を失っていたと言うしかない。8月3日にも実施される内閣改造の直前まで事態を収拾できなかった末の辞任は遅すぎた。稲田氏の責任は極めて重い。
　稲田氏は就任以来、防衛相として不適切な言動が相次ぎ、資質が疑問視されてきた。しかしそれでも安倍晋三首相は擁護し続け、続投を許してきた。首相の任命責任が厳しく問われる。
　特別防衛監察は、昨年7月に南スーダンで発生した大規模戦闘の状況などを記録した現地部隊の日報を陸自が保管していた事実を明らかにしなかったのは自衛隊法違反などに当たると認定した。
　一方、稲田氏の了承は否定したが、稲田氏への報告の際に「日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とも記述、あいまいさを残した。稲田氏が辞任したとしても国会で審議する必要がある。
　防衛省・自衛隊の組織の立て直しも急務だ。特別防衛監察によって停職処分を受けた防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官が辞め、減給処分の陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も退職する。事実上の更迭だ。内部の信頼関係が崩壊した状態は安全保障政策上、深刻である。
　衆院当選4回の稲田氏を「将来の首相候補」として重用し、閣僚や自民党の要職に起用し続けてきたのは首相自身だ。稲田氏は先の東京都議選では自民党候補の応援演説で「防衛省・自衛隊としてもお願いしたい」と発言。自衛隊の政治利用と指摘され、撤回した。
　内閣改造直前の辞任は、けじめをつけたとは言い難い。首相は「閣僚の任命責任はすべて首相である私にある」と言明した。自らに近い人物への甘い姿勢が政権不信につながっていると認識すべきだ。

陸奥新報／2017/7/29 12:05

論説　ＰＫＯ日報問題「稲田氏辞任で幕引き許されぬ」

　稲田朋美防衛相が、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題について責任を取り辞任した。ＰＫＯ派遣部隊の日報を陸上自衛隊が廃棄したと説明しながら保管していたこの問題では、稲田氏が陸上自衛隊幹部から非公表とする方針について報告を受けていた疑いが浮上。防衛監察本部による特別防衛監察の結果が公表されたが、非公表の判断に稲田氏が関与していたかどうかについては「公表の是非に関する何らかの方針の決定や了承がなされた事実はない」と結論づけた。一方で稲田氏と防衛官僚、自衛隊制服組幹部との間で「日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とも記載しており、問題の全容解明には程遠い内容だ。稲田氏の大臣辞任をもって幕引きとしてはならない問題であり、さらなる真相究明の努力を図るよう望む。
　日報問題では、事務方トップの事務次官と陸自トップの陸上幕僚長が協議し、非公表とすることを決めた。防衛省を構成するいわゆる背広組（防衛官僚）、制服組（自衛官）のトップ級の人間が隠蔽（いんぺい）行為を主導して行ったという前代未聞の不祥事だ。仮に稲田氏の関与があったとすれば、文民である政治家の防衛相を含めた、まさに省ぐるみの隠蔽行為であり、稲田氏の関与がなかった場合でも、文民トップの大臣の判断、指示を仰がないままの暴走行為と言える。
　いずれにせよ民主主義国家における大原則である文民統制（シビリアンコントロール）が防衛省・自衛隊できちんと機能していないことになり、自衛隊のような実力組織の統制を考える上で、危険この上ない状況といえる。組織のたがをしっかりと締め、国民の信頼回復に向けて全力を尽くすべきだ。
　日報問題の対応や先ごろの都議選応援演説で「防衛省、自衛隊としてもお願いする」と発言したことなどをめぐって、防衛大臣としての資質が問われ続けた稲田氏を登用した安倍晋三首相の任命責任も重い。安倍首相は、稲田氏の辞表提出を受けて「閣僚が辞任することになったことについて、国民の皆さまに心からおわび申し上げたい」と述べたが、数々の問題を抱えた稲田氏をかばい続け、大臣を続投させたことが、結果として事態をより深刻化させたとも言える。国の安全を担う防衛省・自衛隊の組織が今回の問題によって不安定化したことについての批判は免れ得ない。
　問題の日報は、南スーダンＰＫＯへの自衛隊派遣延長や、安全保障関連法に基づく新任務「駆け付け警護」の付与の判断について、大きな影響を与える可能性のあったものである。国民に示されるべき情報が隠蔽され、国の安全保障に対する判断が「ゆがめられた」としたら｜。政府は国会で疑惑解明に全力を尽くし、説明責任を果たす責務がある。

岩手日報／2017/7/29 12:05

社説　「日報」隠蔽問題／真相の究明には程遠い

　これで納得した国民はどれほどいるだろう。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の「日報」隠蔽（いんぺい）問題に関する特別防衛監察結果が公表された。最大の焦点である稲田朋美防衛相の関与については曖昧な内容だ。
　監察結果は、稲田氏に対して「幹部から日報の存在に関する何らかの発言があった可能性は否定できない」としながらも、それを非公表とする方針を了承した事実はないと結論付けた。
　稲田氏の主張に沿った結論だが、複数の政府関係者の証言と大きく食い違う。稲田氏は引責辞任したが、こんな幕引きは許されない。
　特別監察を命じた防衛相自身が隠蔽の疑いを持たれるという奇妙な構図。本来は対象外ながら、防衛監察本部は稲田氏から約１時間聴取した。しかし、身内の調査ではやはり限界があったと言わざるを得ない。
　仮に稲田氏の主張通りだとしても、大臣の知らないところで防衛省と陸自の幹部が隠蔽へと暴走したことになる。文民統制（シビリアンコントロール）が機能していないことを意味する。非常に怖い事態だ。
　稲田氏とともに、事務方トップの黒江哲郎事務次官、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も辞任。防衛省と自衛隊は大きな傷を負った。
　組織だけではない。自衛隊にとって何よりも大事な国民からの信頼も失った。安全保障環境が厳しさを増す中で早急な立て直しが問われる。
　信頼回復には真相を明らかにするしかない。その機会は衆院安全保障委員会で週明けにも開かれることになっていた閉会中審査。しかし、大臣の辞任で宙に浮いた。
　そこをにらんで辞任に踏み切ったのならば許されない。防衛相としての資質が疑われた稲田氏をかばい続けてきた揚げ句、ここで辞任を認めた安倍晋三首相も、野党の言う「真相隠し」のそしりは免れないだろう。
　南スーダンＰＫＯは、治安が国会論戦の焦点だった。政府は「首都は比較的安定している」と繰り返し、安保関連法に基づく「駆け付け警護」の新任務を付与した。
　だが、存在が明らかになった日報には「戦闘」「攻撃」「砲弾落下」などの生々しい言葉が並び、大規模な戦闘に部隊が巻き込まれる危険性を指摘していた。
　隠蔽がもたらした結果は重大だ。南スーダンの実態を国民に知らせず、ＰＫＯを進めてきたことになる。政府は否定するが、不都合な情報を隠したのではないかという疑いを捨てきれない。
　行き着く先は、国民の目と耳をふさぐ社会。隠蔽問題の危うさはここにある。　　　

社説　稲田防衛相辞任　問題の幕引き許されぬ
秋田魁新報2017年7月29日 掲載 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、稲田朋美防衛相が混乱を招いた責任を取るとして辞任した。事実上の更迭である。
　稲田氏は先の都議選でも自衛隊の政治利用と思われる発言をするなど不適切な言動が相次ぎ、防衛相としての資質が疑問視されていた。特に今回の隠蔽問題では、稲田氏の統率力の欠如によって防衛省・自衛隊が混乱状態に陥っており、辞任は遅きに失した。続投を許してきた安倍晋三首相の任命責任が厳しく問われなければならない。
　南スーダンの首都ジュバで昨年７月に起きた大規模戦闘について記した日報を巡っては、陸上自衛隊が「廃棄済み」としていた電子データが今年１月になって保管されていたことが内部で判明。だが、防衛省幹部が「今更自衛隊にあったとは言えない」と指示してデータは消去され、その存在を非公表とする方針が決まった。
　そうした経緯が報道で表面化したため、稲田氏は「組織的隠蔽の全容を解明する」として３月、特別防衛監察の実施を指示した。しかし、今月になって稲田氏が非公表とする方針をあらかじめ了承していたと政府関係者が証言していることが分かり、組織ぐるみの隠蔽に稲田氏が関与した疑いが浮上。稲田氏の関与をどう判断するかが監察の最大の焦点となっていた。
　監察結果は稲田氏が辞任表明した昨日の会見で公表され、稲田氏に対して「陸自側から日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とする一方、「保管の事実を非公表とする方針を了承した事実はない」と結論付けた。
　陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が「非公表方針を了承した」と記載されているという。だが、監察本部は稲田氏にわずか１時間聴取しただけ。関係者の証言が食い違って「事実認定が困難だった」とする中での結論には大きな疑問が残る。
　稲田氏にデータの存在が報告された可能性が否定できない中で最終的に非公表の方針が決まっており、事実関係をしっかり詰めることができないまま「了承した事実はない」と認定したのはいかにも不自然だ。防衛相直轄である監察本部よりも透明性の高い第三者機関でより詳細な調査を行うべきである。
　今回の問題により、防衛省・自衛隊には不都合なことを国民に隠そうという強い隠蔽体質があることが分かった。監察では改善策として「ＰＫＯなどの日報全てを１０年保存する」「監察本部による情報公開業務に対する定期監察の実施」などを打ち出したが、決して十分とは言えない。
　組織を立て直すには、稲田氏の関与を含め問題の全容解明を図ることが最低限の条件だ。国会の場を通じても明らかにする必要があり、稲田氏の辞任で幕引きを図ることは許されない。
社説　稲田防衛相辞任　問題の幕引き許されぬ
秋田魁新報2017年7月29日 掲載 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、稲田朋美防衛相が混乱を招いた責任を取るとして辞任した。事実上の更迭である。
　稲田氏は先の都議選でも自衛隊の政治利用と思われる発言をするなど不適切な言動が相次ぎ、防衛相としての資質が疑問視されていた。特に今回の隠蔽問題では、稲田氏の統率力の欠如によって防衛省・自衛隊が混乱状態に陥っており、辞任は遅きに失した。続投を許してきた安倍晋三首相の任命責任が厳しく問われなければならない。
　南スーダンの首都ジュバで昨年７月に起きた大規模戦闘について記した日報を巡っては、陸上自衛隊が「廃棄済み」としていた電子データが今年１月になって保管されていたことが内部で判明。だが、防衛省幹部が「今更自衛隊にあったとは言えない」と指示してデータは消去され、その存在を非公表とする方針が決まった。
　そうした経緯が報道で表面化したため、稲田氏は「組織的隠蔽の全容を解明する」として３月、特別防衛監察の実施を指示した。しかし、今月になって稲田氏が非公表とする方針をあらかじめ了承していたと政府関係者が証言していることが分かり、組織ぐるみの隠蔽に稲田氏が関与した疑いが浮上。稲田氏の関与をどう判断するかが監察の最大の焦点となっていた。
　監察結果は稲田氏が辞任表明した昨日の会見で公表され、稲田氏に対して「陸自側から日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とする一方、「保管の事実を非公表とする方針を了承した事実はない」と結論付けた。
　陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が「非公表方針を了承した」と記載されているという。だが、監察本部は稲田氏にわずか１時間聴取しただけ。関係者の証言が食い違って「事実認定が困難だった」とする中での結論には大きな疑問が残る。
　稲田氏にデータの存在が報告された可能性が否定できない中で最終的に非公表の方針が決まっており、事実関係をしっかり詰めることができないまま「了承した事実はない」と認定したのはいかにも不自然だ。防衛相直轄である監察本部よりも透明性の高い第三者機関でより詳細な調査を行うべきである。
　今回の問題により、防衛省・自衛隊には不都合なことを国民に隠そうという強い隠蔽体質があることが分かった。監察では改善策として「ＰＫＯなどの日報全てを１０年保存する」「監察本部による情報公開業務に対する定期監察の実施」などを打ち出したが、決して十分とは言えない。
　組織を立て直すには、稲田氏の関与を含め問題の全容解明を図ることが最低限の条件だ。国会の場を通じても明らかにする必要があり、稲田氏の辞任で幕引きを図ることは許されない。
福島民友／2017/7/29 10:05

論説　稲田防衛相辞任／あまりにも判断が遅すぎる　 

　内閣改造の直前まで事態を収拾できなかった末の辞任は遅きに失したと言わざるを得ない。
　稲田朋美防衛相が南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、情報開示に関して自衛隊法違反があったとの特別防衛監察の結果を公表、混乱を招いた責任を取って辞任した。
　特別防衛監察の報告は、焦点だった稲田氏の隠蔽への関与に関して、廃棄済みとした日報が陸上自衛隊に保管されていた事実を非公表とする方針を稲田氏が了承した事実はないと結論付けた。しかし事実関係を巡ってはさまざまな情報が防衛省・自衛隊から漏れており、混乱状態に陥っていた。
　実力組織である自衛隊の混乱は由々しき事態だ。稲田氏は組織を掌握する文民統制の能力を失っていたと言うしかない。稲田氏の責任は極めて重い。
　稲田氏は就任以来、防衛相として不適切な言動が相次ぎ、資質が疑問視されてきた。しかしそれでも安倍晋三首相は擁護し続け、続投を許してきた。首相の任命責任が厳しく問われる。同時に、首相は自らに近い人物に対する甘い姿勢が政権不信につながっていることを認識すべきだ。
　特別防衛監察は、昨年７月に南スーダンで発生した大規模戦闘の状況などを記録した現地部隊の日報を陸自が保管していた事実を明らかにしなかったのは自衛隊法違反などに当たると認定した。
　一方、稲田氏の了承は否定したが、稲田氏への報告の際に「日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とも記述、曖昧さを残した。
　防衛監察本部は関係者の証言が食い違い「事実認定が困難だった」としている。そもそも防衛相の下に設置される監察本部は職員を監察の対象にしている。対象ではない防衛相の関与の有無の判定は任務を超えるもので、その報告の正当性には疑問符が付く。
　特別防衛監察によって停職処分を受けた防衛省の事務方トップが辞め、減給処分の陸自トップも退職する。事実上の更迭だ。内部の信頼関係が崩壊した状態は安全保障政策上、深刻である。防衛省・自衛隊の組織の立て直しを急がなければならない。
　首相は稲田氏辞任を受けて「安全保障には一刻の空白も許されない」と強調した。８月３日にも実施される内閣改造までは岸田文雄外相が防衛相を兼務することになる。緊迫する北朝鮮情勢など厳しい安全保障環境の下、日本の抑止力に隙を見せるようなことがあってはならない。
茨城新聞／2017/7/28 4:05

論説　稲田防衛相辞任へ／問われる首相の任命責任

　稲田朋美防衛相が南スーダン派遣の国連平和維持活動(PKO)日報隠蔽(いんぺい)問題を巡り、混乱を招いた責任を取って辞任する意向を固めた。
　 日報問題に関する防衛省の特別防衛監察の結果は28日に公表される。防衛省の組織ぐるみの隠蔽に稲田氏が関与していたのかが監察結果の焦点だが、それ以前に防衛省・自衛隊自体が混乱状態に陥っており、稲田氏が省内を掌握する文民統制(シビリアンコントロール)が機能していたのかが問われる事態となっていた。
　 実力組織である自衛隊の混乱は由々しき問題である。8月3日にも実施される内閣改造の直前までこの事態を引きずった末の辞任の判断は遅すぎたと言えよう。
　 稲田氏はこれまでも不適切な言動が相次ぎ、防衛相としての資質が疑問視されてきたが、安倍晋三首相は続投させてきた。この事態を招いた首相の任命責任も問われる。
　 PKO日報問題では、昨年10月に防衛省が受理した情報公開請求に対して当初、「陸上自衛隊で廃棄済み」として不開示を決定したが、その後、陸自内部で保管していたことが判明。しかし非公表としたことが今年3月に明らかになった。
　 複数の防衛省関係者は、陸自に保管していた事実を非公表とする方針を2月に稲田氏に報告し、了承を得ていたと明らかにし、陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が非公表方針を了承していたことを記載していたという。一方、稲田氏は了承の事実を否定、3月の国会答弁では陸自での保管に関して「報告されなかった」と述べていた。
　 稲田氏は25日の参院予算委員会の閉会中審査で「批判はあるが、私はシビリアンコントロールはきいていると考えている」と答弁したが、こうした混乱自体が統制の欠如と言うしかない。
　 特別防衛監察の結果によって処分を受けるとみられる防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官と、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も辞任する方向だ。内部の信頼関係が崩壊した防衛省・自衛隊は、早急に体制を立て直す必要がある。
　 稲田氏は衆院当選4回ながら、安倍首相によって政府や自民党の要職に起用され続けてきた。しかし防衛相としては不適格だったと言わざるを得ない。
　 先の東京都議選では自民党候補の応援演説で「防衛省・自衛隊、防衛相、自民党としてもお願いしたい」と発言。自衛隊の政治利用と指摘され、撤回した。
　 今月6日には、自衛隊が九州北部の豪雨で救助活動に当たっているさなかに約1時間10分にわたり「政務」を理由に防衛省を離れていた。指揮官としての自覚があったのか疑わしい。
　 安倍首相はそれでも稲田氏を続投させた。参院予算委の閉会中審査でも、PKO日報問題に関し「徹底的な調査を行い、大臣の責任において徹底的に改善をし、再発防止を図ることで責任を果たしてもらいたい」と擁護。都議選での発言についても「演説を行ったその日に撤回し、謝罪した」と不問に付していた。
　 内閣改造直前の辞意は、けじめをつけたとは言い難い。自らに近い人物に対するこうした甘い姿勢が安倍政権への不信、内閣支持率の低下につながっていることを厳しく認識すべきだ。

信濃毎日／2017/7/29 10:05

社説　稲田氏辞任／首相の責任は免れない

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、稲田朋美防衛相が辞任した。遅きに失した決断である。
　不安定な国会答弁や問題発言で再三、閣僚としての資質を問われてきた。かばい続けた安倍晋三首相の責任は重い。
　記者会見で稲田氏は「これほどまでに防衛省・自衛隊として世間をお騒がせし、管理監督者として責任は免れないと思っていた」とした。混乱を招いた責任を取るとは人ごとのような言い方だ。
　防衛省のトップとして組織を統率できていたのか、防衛政策の根幹に関わる問題である。「廃棄済み」とされていたデータの存在が統合幕僚監部で確認されてから稲田氏への報告までに１カ月もかかり、文民統制（シビリアンコントロール）が疑問視された。
　さらに陸上自衛隊にも保管されていたことが分かったものの、非公表とする方針を了承していた疑いが拭えない。本来は監察の対象外である稲田氏が聴取を受ける異例の展開にもなった。
　それだけではない。日報の「戦闘」の記述を巡り「法的な意味での戦闘行為はなかった」と強弁を繰り返した。「９条の問題になるので武力衝突という言葉を使っている」と、憲法上の疑義を言い換えでごまかすかの答弁もあった。
　自衛隊の政治利用と取れる都議選での演説、森友学園との関係についての事実と異なる説明、教育勅語を是認する発言など問題のある言動を何度も重ねている。
　任に堪えないのは明らかなのに首相は擁護してきた。東日本大震災を巡っての問題発言などで復興相らを事実上更迭したのとは対照的だ。結果として防衛省に対する信頼を大きく損なった。
　８月早々の内閣改造まで防衛相は岸田文雄外相が兼務する。安全保障環境の厳しさを強調しながら専任の大臣を欠く事態だ。
　首相は政治信条が近い稲田氏を「将来の首相候補」と期待し、重用してきた。行政改革担当相、自民党政調会長を経て、防衛相に起用した。安保分野の経験が足りないとの声が党内にある中での「目玉人事」だった。
　辞任を受け、首相は任命責任を認め「国民の閣僚に対する厳しい批判については真摯（しんし）に受け止めなければならない」と述べた。
　国会から要請があれば「政府として対応するのは当然のこと」と閉会中審査に応じる考えも示している。適材適所だったのか、どんな判断で続投させてきたのか。きちんと説明する必要がある。 
（7月29日）

信濃毎日／2017/7/29 10:05

社説　日報問題監察／これで幕引きにするな

　遠慮したのか意図的なのか、肝心なところに切り込むことができていない。身内の監察の限界だ。第三者機関による調査に加えて、国会での真相究明を与野党に求める。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題について特別防衛監察の結果が公表された。情報公開請求に対し、既に廃棄されたと虚偽の説明が行われ開示されなかった問題だ。
　日報には現地情勢に関して「戦闘」「攻撃」など、政府にとって都合の悪い表現が並んでいた。実際は統合幕僚監部と陸上自衛隊にデータが残っていた。
　問題のポイントは、（１）稲田朋美防衛相が陸自から、日報データが実は保管されていたとの報告を受けていたか（２）日報を非公表にすることを防衛相が了承したか（３）「（日報が）今更あったとは言えない」とする統幕防衛官僚の発言があったか―の３点だ。
　監察結果はいずれに対しても説得力ある解明、説明ができていない。（１）については「報告を受けた可能性は否定できない」との記述にとどまっている。受けていたかどうかはやぶの中だ。
　（２）については、防衛相が公表の是非に関して方針決定や了承をした事実はなかったとした。
　稲田氏が非公表とする方針を防衛省幹部から伝えられ了承していたことは、複数の政府関係者が証言している。何を根拠に「なかった」と判断したのか、監察結果からは分からない。
　そして（３）の「今更」発言だ。監察結果は「確認できなかった」と煮え切らない。
　特別監察は２００６年の防衛施設庁（当時）官製談合事件を受け規律を正す目的で始まった。防衛相が主導する形を前提とする仕組みであり、大臣、副大臣、政務官の三役は対象外だ。
　今回は監察本部トップによるわずか１時間の聴取が行われた。本来なら防衛相自身の関与が浮上した段階で、第三者による調査に切り替えるべきだった。
　今度の監察はもともと統率力不足を指摘された稲田氏が批判をかわすために始めた色彩があった。稲田氏は３月、国会で「徹底的に調査し、隠蔽体質があれば私の責任で改善したい」と述べていた。
　その時点で既に非公表とする方針が報告され、防衛相も了承していた疑いが持たれている。事実なら国民への背信だ。
　このまま終わらせるようでは、特別監察そのものが疑惑隠しの一端を担う結果になる。 
（7月29日）

信濃毎日／2017/7/29 10:05

社説　日報問題監察／これで幕引きにするな

　遠慮したのか意図的なのか、肝心なところに切り込むことができていない。身内の監察の限界だ。第三者機関による調査に加えて、国会での真相究明を与野党に求める。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題について特別防衛監察の結果が公表された。情報公開請求に対し、既に廃棄されたと虚偽の説明が行われ開示されなかった問題だ。
　日報には現地情勢に関して「戦闘」「攻撃」など、政府にとって都合の悪い表現が並んでいた。実際は統合幕僚監部と陸上自衛隊にデータが残っていた。
　問題のポイントは、（１）稲田朋美防衛相が陸自から、日報データが実は保管されていたとの報告を受けていたか（２）日報を非公表にすることを防衛相が了承したか（３）「（日報が）今更あったとは言えない」とする統幕防衛官僚の発言があったか―の３点だ。
　監察結果はいずれに対しても説得力ある解明、説明ができていない。（１）については「報告を受けた可能性は否定できない」との記述にとどまっている。受けていたかどうかはやぶの中だ。
　（２）については、防衛相が公表の是非に関して方針決定や了承をした事実はなかったとした。
　稲田氏が非公表とする方針を防衛省幹部から伝えられ了承していたことは、複数の政府関係者が証言している。何を根拠に「なかった」と判断したのか、監察結果からは分からない。
　そして（３）の「今更」発言だ。監察結果は「確認できなかった」と煮え切らない。
　特別監察は２００６年の防衛施設庁（当時）官製談合事件を受け規律を正す目的で始まった。防衛相が主導する形を前提とする仕組みであり、大臣、副大臣、政務官の三役は対象外だ。
　今回は監察本部トップによるわずか１時間の聴取が行われた。本来なら防衛相自身の関与が浮上した段階で、第三者による調査に切り替えるべきだった。
　今度の監察はもともと統率力不足を指摘された稲田氏が批判をかわすために始めた色彩があった。稲田氏は３月、国会で「徹底的に調査し、隠蔽体質があれば私の責任で改善したい」と述べていた。
　その時点で既に非公表とする方針が報告され、防衛相も了承していた疑いが持たれている。事実なら国民への背信だ。
　このまま終わらせるようでは、特別監察そのものが疑惑隠しの一端を担う結果になる。 
（7月29日）

社説　稲田防衛相辞任　これで幕引きは許されぬ
新潟日報2017.7.29
　疑惑が解明されたとは言い難い。辞任によって幕引きを図ろうとすることなど許されない。
　稲田朋美防衛相が辞任した。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、防衛省トップとして混乱を招いた責任を取った形だ。
　日報隠蔽問題の最大の焦点は、「廃棄済み」だったはずの陸上自衛隊の日報データを、陸自が保管していた事実を非公表とする方針について稲田氏が了承していたかどうか、ということだった。
　この日、稲田氏が公表した特別防衛監察の結果では、稲田氏が非公表とする方針を了承した事実はないと結論付けた。
　稲田氏が防衛省幹部らから日報に関する説明を受けたとは認定した。だが日報データの存在について出席者から「何らかの発言があった可能性は否定できない」としながら、稲田氏に非公表の了承を求めたことはないとしたのだ。
　政府関係者からは、陸自側から稲田氏にデータの存在が報告されたとか、稲田氏が了承したとの複数の証言があった。
　それらの証言とは異なり、大きな疑問が残る。稲田氏が潔白とする証明には程遠い内容といえる。
　そもそも防衛相は特別防衛監察の調査の対象外で、稲田氏が「協力する」形で聴取が行われた。
　聴取はわずか１時間だった。これでは「関与なし」を前提とした監察だったと疑われても仕方ないのではないか。
　監察結果を説明した防衛省幹部は、「記憶がない」などという人もいたとし「多くの場合、証言は一致しない。事実関係を確定させるのは大変難しい」と調査の限界をにじませている。
　安倍晋三首相は国会での説明に関し、閉会中審査に前向きに応じる考えを示した。であるなら稲田氏を出席させ、国民が納得できるよう徹底解明を行うべきだ。
　特別防衛監察では防衛省の事務方トップの事務次官と、陸自トップの陸上幕僚長ら５人が停職や減給の懲戒処分を受け、事務次官は退職し、陸幕長も近く退職する。
　自衛隊への文民統制（シビリアンコントロール）が機能しているかという問いも突き付けられている。閣僚として統率力を発揮できなかった稲田氏だけでなく安倍首相の任命責任も厳しく問われる。
　首相は政治信条の近い稲田氏に「将来の首相候補」と目をかけ、異例の抜てきを続けてきた。
　一方で稲田氏は、都議選応援で自衛隊の「政治利用」演説が批判を浴び、「森友学園」問題では国会答弁の矛盾を問われ撤回と謝罪に追い込まれるなど資質を疑問視され続けてきた。にもかかわらず首相は続投させてきた。
　安倍内閣の閣僚辞任は２０１２年の第２次政権発足以降６人目で、今年４月に復興相だった今村雅弘氏が失言で辞めたばかりだ。
　稲田氏の起用をはじめ、首相が常々強調する「適材適所」の人事だったのか。
　問われているのは安倍首相の政治姿勢だ。真相解明へ指導力を発揮し丁寧な説明をしなければ、政権不信は強まるばかりだろう。
富山新聞／2017/7/29 4:05

社説　稲田防衛相辞任／緩んだタガ締め直さねば

　稲田朋美防衛相が、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題をめぐる特別防衛監察の結果公表に合わせ、辞任する意向を表明した。安倍晋三首相は、８月の内閣改造で交代させる方針だったようだが、省内の統制が利かぬ現状を目の当たりにし、それまで待てないと判断したのだろう。
　日報問題をめぐる混乱の多くは、稲田氏の統率力不足が招いた問題であり、辞任はやむを得ない。先の国会でも森友学園との関わりを否定した答弁で信頼性を低下させ、東京都議選の応援演説では「防衛省、自衛隊、防衛大臣、自民党としてもお願いしたい」と発言し、資質を疑問視する声が出た。
　安倍首相は、国家観などで波長が合う稲田氏を「秘蔵っ子」として重用し、かばい続けてきたが、それがかえってあだとなった印象も否めない。
　稲田氏は日報問題に関して、防衛省内から「情報流出をにおわせる報道が相次いだ」と指摘し、「防衛省・自衛隊のガバナンスについても信頼を損ないかねない印象を与え、結果として隊員の士気を低下させかねないという点で極めて重大かつ深刻だ」と述べた。
　実際、防衛省の内部から稲田氏に不利な情報が漏れていた形跡がある。稲田氏が、一貫して「非公表や隠ぺいを指示したり、了承したりしたことはない」と主張していたのに対し、「非公表方針は稲田氏が了承していた」という情報が省内から漏れ出していた。
　こうした情報が元になり、稲田氏が辞任に追い込まれたとすれば、文民統制（シビリアンコントロール）上、深刻な問題である。情報の出どころに関して調査を続けるとともに、組織を挙げて緩んだタガを締め直してほしい。
　この問題を報じてきたメディアの側にも自省すべき点がある。ＰＫＯの日報は機密部分が黒塗りの状態で既に公開済みであり、陸自のデータは研究用として保管されていた個人の資料である。これをあらためて公開する必要性は薄い。重要情報をあたかも組織ぐるみで隠ぺいしていたように報じたのは反省材料ではないか。

北國新聞／2017/7/29 4:05

社説　稲田防衛相辞任／緩んだタガ締め直さねば

　稲田朋美防衛相が、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題をめぐる特別防衛監察の結果公表に合わせ、辞任する意向を表明した。安倍晋三首相は、８月の内閣改造で交代させる方針だったようだが、省内の統制が利かぬ現状を目の当たりにし、それまで待てないと判断したのだろう。
　日報問題をめぐる混乱の多くは、稲田氏の統率力不足が招いた問題であり、辞任はやむを得ない。先の国会でも森友学園との関わりを否定した答弁で信頼性を低下させ、東京都議選の応援演説では「防衛省、自衛隊、防衛大臣、自民党としてもお願いしたい」と発言し、資質を疑問視する声が出た。
　安倍首相は、国家観などで波長が合う稲田氏を「秘蔵っ子」として重用し、かばい続けてきたが、それがかえってあだとなった印象も否めない。
　稲田氏は日報問題に関して、防衛省内から「情報流出をにおわせる報道が相次いだ」と指摘し、「防衛省・自衛隊のガバナンスについても信頼を損ないかねない印象を与え、結果として隊員の士気を低下させかねないという点で極めて重大かつ深刻だ」と述べた。
　実際、防衛省の内部から稲田氏に不利な情報が漏れていた形跡がある。稲田氏が、一貫して「非公表や隠ぺいを指示したり、了承したりしたことはない」と主張していたのに対し、「非公表方針は稲田氏が了承していた」という情報が省内から漏れ出していた。
　こうした情報が元になり、稲田氏が辞任に追い込まれたとすれば、文民統制（シビリアンコントロール）上、深刻な問題である。情報の出どころに関して調査を続けるとともに、組織を挙げて緩んだタガを締め直してほしい。
　この問題を報じてきたメディアの側にも自省すべき点がある。ＰＫＯの日報は機密部分が黒塗りの状態で既に公開済みであり、陸自のデータは研究用として保管されていた個人の資料である。これをあらためて公開する必要性は薄い。重要情報をあたかも組織ぐるみで隠ぺいしていたように報じたのは反省材料ではないか。

福井新聞／2017/7/28 8:05

論説　稲田防衛相辞任へ／混乱の責任は首相にこそ

　稲田朋美防衛相が閣僚を辞任する意向を固めた。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、防衛省トップとして混乱を招いた責任を取る形だ。
　稲田氏は「森友学園問題」や、都議選での「自衛隊としてもお願いしたい」発言など、これまでも軽率、不適切な言動を繰り返してきた。安倍晋三首相はその都度擁護してきたが、ここに来て辞任やむなしと判断したようだ。当然、任命責任が問われ、支持率急落に窮する政権へのさらなる打撃になることは必至だ。
　２８日に公表される特別防衛監察結果がどこまで踏み込んだ内容になるのか。防衛監察を指示したのは稲田氏であり、防衛相まで及ばない可能性が指摘されたが、稲田氏自身も事情聴取には応じている。
　稲田氏の関与が指摘された場合は明らかに「アウト」となろう。結果公表後に予定されている衆院安全保障委員会の閉会中審査では野党の厳しい追及を受けることになる。８月３日にも実施される内閣改造を前に、辞任しかないところまで追い込まれた格好だ。
　ＰＫＯ日報問題では、昨年１０月に防衛省が受理した情報公開請求に対して当初、「陸上自衛隊で廃棄済み」として不開示を決定したが、その後、陸自内部で保管していたことが判明。しかし非公表としたことが今年３月に明らかになった。
　防衛省関係者の複数が、陸自に保管していた事実を非公表とする方針を２月に稲田氏に報告し、了承を得ていたとした。陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が非公表方針を了承していたことを記載したという。
　一方、稲田氏は了承の事実を否定。３月の国会答弁では陸自での保管に関し「報告されなかった」と答弁した。非公表了承が事実なら虚偽の答弁をしていたことになる。
　特別防衛監察結果の公表に合わせ、防衛省の黒江哲郎事務次官と岡部俊哉陸上幕僚長が辞任する意向だ。一方的に悪者にされかねないとみた陸自側の“反乱”との見方もある。
　事務方と陸自両トップへの引責は、防衛省の指揮官である稲田氏の文民統制（シビリアンコントロール）が機能していなかったという深刻な状況を露呈する。
　安倍首相と国家観や考え方が近い稲田氏は将来を嘱望され、行革担当相や党政調会長、さらには防衛相と順調すぎる歩みだった。安倍「１強」の緩み、おごりの中で肝心な防衛省、自衛隊からの信頼を失っていたのではないか。地元選出の衆院議員だけに県民の失望は大きい。
　統率力の無さでいえば、民進党の蓮舫代表が、辞任を表明した。野田佳彦幹事長の辞任を受け、新しい執行部体制を進める中で、人事に行き詰まり追い込まれたようだ。
　蓮舫氏は「統率する力が私には不足していた」と率直に自らの非を認めた。稲田氏にも率直な反省の弁を求めたい。一から出直すしかない。

西日本新聞／2017/7/29 12:00

社説　ＰＫＯ特別監察／これで幕引きは許されぬ

　こんな「最初に無罪ありき」のような調査には納得できない。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題に関する特別防衛監察の結果が公表された。
　防衛監察本部は、最大の焦点だった稲田朋美防衛相の隠蔽（いんぺい）への関与について、証言の食い違いがあるにもかかわらず「稲田氏が非公表とする方針を了承した事実はない」と結論付けた。
　問題となっていたのは２月１３、１５日の稲田氏と防衛省幹部のやりとりだ。この場で、陸上自衛隊側が稲田氏に日報データの存在を報告し、稲田氏が非公表を了承したと政府関係者が証言している。これに対し、稲田氏は報告も了承も全面的に否定してきた。
　監察本部は「陸自の日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」としながらも、最終的に稲田氏の主張に沿った事実認定をしている。
　どういう根拠で稲田氏側だけの証言を採用し、稲田氏を免責したのか。やはり防衛相の指揮下にある内部監察の限界だろう。
　一方、特別監察で明るみに出たこともある。防衛省と自衛隊に巣くう隠蔽体質の根深さだ。
　監察結果によれば、一連の文書破棄や情報隠しには、防衛省や自衛隊の幹部が数多く関わっていた。防衛省ナンバー２の立場にある黒江哲郎事務次官が「対外説明の必要はない」との方針を幹部らに示したという。組織ぐるみの隠蔽行為と言わざるを得ない。
　元々この問題は、市民の情報開示請求に対し、防衛省と自衛隊が不都合な資料を「存在しない」と隠し、その後つじつまを合わせるために資料を破棄したのが発端だ。市民の目の届かないところで安全保障政策を進めようという悪質な意図がうかがえる。
　監察結果公表を受けて稲田防衛相は辞任した。事務次官らも事実上更迭されるが、それで幕引きとするのは許されない。第三者機関や国会の閉会中審査で稲田氏の関与の有無を引き続き調べるとともに、隠蔽体質の根絶のために何をすべきか徹底的に議論すべきだ。

毎日新聞／2017/7/25 4:00

社説　混迷する陸自日報問題／防衛相の資格が疑われる

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題をめぐり、稲田朋美防衛相が、自ら指示した特別防衛監察の聞き取り調査を受けた。 
　「廃棄した」とした日報の電子データが陸上自衛隊内に保管され、その事実を公表せずデータを消去した経過に、稲田氏も関与したのではないかと疑われたためだ。 
　そもそも監察は「防衛相の特命事項」であり、防衛相直轄の防衛監察本部が実施している。 
　監察の命令を下す防衛相が疑惑を持たれる異例の事態である。これで調査の中立性や信頼性が確保されるといえるだろうか。 
　問題の陸自の日報データは、防衛省が情報開示請求に対していったんは不開示を決定した後の今年１月に見つかったとされる。 
　防衛省は陸自とは別に統合幕僚監部で見つかった同じデータを２月に公表したが、陸自での保管の事実は伏せられた。 
　この後、防衛省は非公表を決めたが、この経過をめぐり、陸自は稲田氏に報告し、了承を得たという認識を持っているという。 
　一方、稲田氏は「報告はなかった」と、非公表を了承したとの疑惑を否定したうえで「報告を受けていれば当然に公表するよう指示した」と主張している。 
　だが、仮に報告がなかったとしても、報道でデータ保管が発覚する３月中旬まで官僚側が主導したとされる隠蔽（いんぺい）を稲田氏は把握していなかったことになる。 
　陸自は稲田氏に報告したという内容の報告書を防衛監察本部に提出したが、監察の報告書原案には反映されなかったため不満があるという。 
　実力組織である自衛隊が文民統制（シビリアンコントロール）を逸脱することはあってはならない。今回の騒動が陸自の組織防衛を背景としているなら由々しきことだ。 
　しかし、混乱の根源は自らの不用意な発言で統率力を失っている稲田氏にある。 
　調査の当事者になった稲田氏に監察を統括する資格があるとは思えない。本来なら調査を外部機関に委ね、公平性を担保すべきだろう。 
　それができないなら、稲田氏は進退を明確にすべきだ。任命した安倍晋三首相にも重い責任がある。

京都新聞／2017/7/25 10:05

社説　日報隠蔽問題／曖昧な形で終わらすな

　南スーダンＰＫＯ部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題について、稲田朋美防衛相は衆院予算委員会の閉会中審査で改めて関与を否定した。
　稲田氏は２月１５日に開かれた防衛省最高幹部の緊急会議で、陸上自衛隊が保管していた日報を非公表とする方針を幹部から伝えられ、了承したとされる。複数の政府関係者が明らかにしたものだ。
　だが、稲田氏は「私は一貫して日報を公表するという立場だ。私の政治姿勢と逆の隠蔽をするとか、非公表にするとかはない」と強調し、従来と同様の説明を繰り返した。
　安倍晋三首相も、稲田氏については進行中の特別防衛監察の徹底調査で説明責任を果たすべきとの考えを述べるにとどめた。８月初めの内閣改造まで続投させる考えなのだろう。
　だが、こうした説明だけで国民が納得するとは到底思えない。
　近く公表される予定の特別防衛監察の結果も、防衛相直轄の「身内」の調査だけにどこまで真相に迫れるか疑わしい。既に判明している監察結果の原案は、隠蔽をめぐる一連の経緯や稲田氏の関与には触れていないという。
　結果次第では、第三者機関の調査に委ねることを検討すべきだろう。
　日報は、首都ジュバで起きた大規模武力衝突の様子を隊員が「戦闘」「最悪のケースを想定」などと記録し、ＰＫＯ５原則の停戦合意に抵触しかねない現地の緊迫状況を伝えている。
　防衛省は当初、「廃棄済み」として不開示としたが、後に統合幕僚監部のほか、陸上自衛隊でも電子データが残っていたことが判明した。陸自分については、防衛省の幹部会議で事務方トップの黒江哲郎事務次官が「個人が保存していた文書」などと整理して非公表の方針を決め、稲田氏も了承したという。
　稲田氏は３月の衆院安全保障委員会でも、陸自のデータ保管について「報告はされなかった」と答弁しているが、会議での了承が事実なら、虚偽答弁をしたことになる。
　逆に、稲田氏の主張通り関与がなかったとするなら、大臣として省や自衛隊の動きを把握できていなかったことになり、組織の統治や文民統制の面で極めて問題が大きい。
　稲田氏は昨年８月の就任当初から不適切発言が相次ぎ、何度も閣僚としての資質が問われてきた。安倍首相の任命責任も含め、曖昧な形で終わらせてはならない。

神戸新聞／2017/7/29 8:05

社説　防衛監察結果／政権の隠蔽体質が問題だ

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題で、防衛省の特別防衛監察の結果が発表された。うそをつく、廃棄する、報告しない－。防衛省・自衛隊の驚くべき隠蔽体質が浮かび上がる。
　「森友学園」や「加計（かけ）学園」問題など一連の政府の対応でも、存在しない、廃棄した、記憶にない－が繰り返された。その体質は同質のもので、安倍政権全体にまん延した根深いものと言わざるを得ない。
　一連の責任を取って、稲田朋美防衛相が辞任した。特別監察では、「廃棄済み」とされた日報データの存在を稲田氏が知り、非公表の方針を了承したのかは、解明されなかった。
　問題の発端は、昨年１０月の日報の開示請求とされていたが、監察結果によれば、７月にもあった請求が始まりだった。陸上自衛隊幹部は日報の存在を確認しながら、「開示対象外とするのが望ましい」との意図で開示しなかった。１０月の請求も同様に不開示とした。
　これまでの説明では、１０月請求の不開示理由は、日報が「廃棄済み」のためだった。実際は日報が存在していたのに、意図的に隠して不開示としていたことになる。日報には、現地で起きた銃撃戦などが「戦闘」と記録されていた。国民には事実を伝える必要はないと考えているなら、言語道断である。
　太平洋戦争で、当時の帝国陸海軍が不利な戦況を隠して国民を欺いたことを想起させる事態だ。今回、制服組が独断で判断していたのであれば、文民統制（シビリアンコントロール）が全く利いてないことになる。
　「廃棄済み」とされた日報データの存在が、稲田氏へ報告されていたのかも焦点だった。監察結果は、稲田氏が出席した今年２月の会議で、日報データの存在について「何らかの発言があった可能性は否定できない」と指摘しながら、「（稲田氏が）非公表の方針決定や了承した事実はなかった」とした。会議の議事録は残っていないといい、不透明な結論となった。
　安倍晋三首相は「任命責任はすべて私にある」として、謝罪した。ならば、国会の閉会中審査に稲田氏を参考人として呼び、真相解明に尽力すべきだ。

山陰中央新報2017年7月29日
社説　稲田防衛相辞任／任命責任は首相にある
　稲田朋美防衛相は南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、情報開示に関して自衛隊法違反があったとの特別防衛監察の結果を公表、混乱を招いた責任を取って辞任した。
　特別防衛監察の報告は、焦点だった稲田氏の隠蔽への関与に関して、廃棄済みとした日報が陸上自衛隊に保管されていた事実を非公表とする方針を稲田氏が了承した事実はないと結論付けた。だが事実関係を巡ってはさまざまな情報が防衛省・自衛隊から漏れ、混乱状態に陥っていた。
　実力組織である自衛隊の混乱は由々しき事態だ。稲田氏は組織を掌握する文民統制の能力を失っていたと言うしかない。８月３日にも実施される内閣改造の直前まで事態を収拾できなかった末の辞任は遅すぎた。稲田氏の責任は極めて重い。
　稲田氏は就任以来、防衛相として不適切な言動が相次ぎ、資質が疑問視されてきた。しかしそれでも安倍晋三首相は擁護し続け、続投を許してきた。首相の任命責任が厳しく問われる。
　特別防衛監察は、昨年７月に南スーダンで発生した大規模戦闘の状況などを記録した現地部隊の日報を陸自が保管していた事実を明らかにしなかったのは自衛隊法違反などに当たると認定した。
　一方、稲田氏の了承は否定したが、稲田氏への報告の際に「日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」とも記述、あいまいさを残した。
　防衛監察本部は関係者の証言が食い違い「事実認定が困難だった」としている。そもそも防衛相の下に設置される監察本部は職員を監察の対象としている。対象ではない防衛相の関与の有無の判定は任務を超えるもので、その報告の正当性には疑問符が付く。独立した第三者機関による調査を行うべきであり、稲田氏が辞任したとしても国会で審議する必要がある。
　防衛省・自衛隊の組織の立て直しも急務だ。特別防衛監察によって停職処分を受けた防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官が辞め、減給処分の陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も退職する。事実上の更迭だ。内部の信頼関係が崩壊した状態は安全保障政策上、深刻である。
　衆院当選４回の稲田氏を「将来の首相候補」として重用し、閣僚や自民党の要職に起用し続けてきたのは首相自身だ。稲田氏は先の東京都議選では自民党候補の応援演説で「防衛省・自衛隊としてもお願いしたい」と発言。自衛隊の政治利用と指摘され、撤回した。
　今月６日には、自衛隊が九州北部の豪雨で救助活動に当たっているさなかに１時間以上にわたり防衛省を離れていた。指揮官として不適格だったと言わざるを得ない。
　首相は稲田氏辞任を受けて「安全保障には一刻の空白も許されない」と強調した。しかしこれまで、稲田氏の下で北朝鮮の弾道ミサイル発射などに対して、本当に万全の対応ができていたのか。
　内閣改造直前の辞任はけじめをつけたとは言い難い。首相は「閣僚の任命責任はすべて首相である私にある」と言明した。自らに近い人物に対する甘い姿勢が政権不信につながっていると厳しく認識すべきだ。
山陽新聞／2017/7/29 10:05

社説　稲田防衛相辞任／遅きに失した退場の判断

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題で、稲田朋美防衛相は混乱を招いた監督責任を取って辞任した。防衛省の黒江哲郎事務次官、岡部俊哉陸上幕僚長の両トップも退職に追い込まれる極めて異例の事態である。
　陸上自衛隊部隊が作成した問題の日報は、昨年７月に首都ジュバで起きた政府軍と反政府勢力の大規模な衝突を「戦闘」と記すなど、緊迫した状況を伝えている。情報公開請求を受けた防衛省は１２月、「陸自は廃棄済み」として不開示を決定した。
　その後、同省統合幕僚監部に電子データが保管され、陸自にも残っていたことが判明した。さらに陸自分について、稲田氏が今年２月の会議で防衛省・自衛隊幹部と対応を協議し、データを保管していた事実を非公表とすることを了承したとの疑惑も浮上した。稲田氏は国会で「陸自からデータ保管の報告は受けていないし、非公表を承認したこともない」と否定してきた。
　一連の問題の真相に迫れるかどうか注目されたのが、防衛監察本部による特別防衛監察である。本来は調査対象外の防衛相も含めて聴取したものの、結果はあまりにも踏み込み不足だ。
　焦点の稲田氏の関与については、データの存在に関して会議の出席者から「何らかの発言があった可能性は否定できない」としつつ、「非公表とする方針を了承した事実はない」と結論付けた。複数の関係者の証言と異なるもので疑問が残る。
　稲田氏が報告を受けた際、「明日、何と答えよう」と発言したと記されたメモが存在するとの一部報道もあっただけに、稲田氏の“潔白”を裏付けるには説得力不足の内容だ。防衛相直轄の組織による調査の限界とも言えよう。
　仮に報告を受けていれば、組織的隠蔽を容認しただけでなく、関与を否定した国会での発言は虚偽答弁となる。防衛省・自衛隊の幹部が大臣に報告せず非公表を決めたとすれば、防衛相としての統率力が問われよう。いずれにしても、文民統制（シビリアンコントロール）が正常に機能しているとは言い難い。
　稲田氏は先の東京都議選でも、自民党候補の応援演説で「自衛隊、防衛省としてもお願いしたい」と支持を訴え、自衛隊の政治利用と批判された。防衛相の立場をわきまえず、不適格と言わざるを得ない。辞任は遅きに失した。
　政治信条が近い稲田氏を重用してきた安倍晋三首相の責任は重い。今回の件でも擁護を続け、混乱の収拾を遅らせた。首相としては、８月３日にも行う予定の内閣改造で交代させるつもりだったようだが、世論の批判の高まりに追い詰められた形だ。
　文民統制や組織の信頼性にかかわる重大事である。稲田氏の辞任や、任命責任を認めた首相の陳謝で、一件落着とはいかない。あいまいな幕引きは禍根を残そう。

徳島新聞／2017/7/29 10:05

社説　稲田防衛相辞任  組織に禍根は残らないか

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡って、稲田朋美防衛相が辞任した。防衛省トップとして混乱を招いた責任を取った形だが、これで幕引きをすることは許されない。　隠蔽問題に関する特別防衛監察の結果が公表されたが、肝心な点があいまいである。到底、国民の納得は得られないだろう。
　稲田氏は衆院安全保障委員会の閉会中審査に出席し、疑問に答えなければならない。

　特別防衛監察は、稲田氏が２月１３日に陸自幹部から、１５日には事務方トップの黒江哲郎事務次官や岡部俊哉陸上幕僚長らから日報問題の説明を受けたと認定した。

　陸自から日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できないとした上で、データの存在が書面で報告されたり、非公表の了承を求める報告が行われたりした事実はなかったとした。
　防衛監察本部によると、陸自は稲田氏に日報の保管を報告したと複数が主張した。しかし、稲田氏を含む数人が否定し、証言が一致しなかったという。
　稲田氏は会見で「報告を受けたという認識は今でもない」と強調したが、これでは水掛け論だ。こうした重要な問題で、防衛相と陸自の認識が食い違うようでは困る。
　北朝鮮が大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）を発射するなど安全保障の懸念が高まっている。有事に対応しなければならない防衛相が実力組織を掌握できないのは、文民統制（シビリアンコントロール）の観点からも看過できない。
　野党は稲田氏の即時罷免を要求し、自民党内にも早期辞任を求める声があった。
　それだけに、稲田氏の辞任は遅きに失したと言える。
　安倍晋三首相は任命責任を問われるだけでは済むまい。「秘蔵っ子」とされる稲田氏をかばい続けたことで、自衛隊の不信感を高める結果を招いたからだ。
　隠蔽問題を受けて黒江、岡部両氏の退職が決まったが、防衛省、自衛隊のダメージは計り知れない。組織内に禍根が残らないか心配である。
　稲田氏は女性で２人目の防衛相として昨年８月に就任したが、１年と持たなかった。
　東京都議選の自民党候補を応援する集会で、自衛隊の政治利用と取られる発言をして、非難されたのは記憶に新しい。学校法人「森友学園」の訴訟を巡っては、関与を否定した当初の国会答弁を一転させ、謝罪に追い込まれた。
　これまで稲田氏は政治家としての資質が疑われてきた。
　安倍政権は、加計（かけ）学園問題の影響や相次ぐ閣僚らの失言もあって、内閣支持率が急落している。「安倍１強」がおごりを生み、国民の支持を失ったことは確かだ。
　首相は内閣改造で政権浮揚を図る構えだが、目先を変えるものであってはならない。
　閣僚、党役員の人選では身びいきをやめ、真に国のためになる人材を登用すべきだ。

高知新聞／2017/7/29 10:05

社説　稲田防衛相辞任／退場して済む話ではない

　国民の知りたい事実をあいまいにした調査結果を公表し、疑惑の渦中にいる閣僚は関与を否定しながら、さっさと退場する。こんなでたらめな引責辞任が許されていいはずがない。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題で、稲田防衛相が閣僚を辞任した。内閣支持率が急落している安倍政権は、稲田氏の退場で問題の幕引きを図りたいのだろうが、とても容認できない。
　稲田氏は記者会見で、隠蔽問題の調査に当たる特別防衛監察の結果を公表した。この監察結果にこそ、大きな疑問がある。
　日報を巡っては「廃棄済み」とした陸上自衛隊にデータが保管されていたことが３月に判明した。しかしそれ以前の２月、防衛省幹部から稲田氏にデータ保管が報告されていたという疑惑が浮上した。
　稲田氏への報告は、衆院予算委員会で日報問題を巡る集中審議が行われた２月１４日を挟み、防衛官僚や陸自側と稲田氏の間で２月１３日と２月１５日の２回。稲田氏が保管の事実を非公表とすることを了承したとする、複数の政府関係者の証言がある。
　これに対する監察結果は、データの存在について出席者から「何らかの発言があった可能性は否定できない」とした。が、結論は「書面での報告や、稲田氏に非公表の了承を求めたことはない」と断定した。
　防衛監察本部はその理由について、「出席者の証言が食い違い、事実認定が困難だった」という。だが証言に食い違いがあることと、事実がなかったこととは同じではない。さらに関係者を聴取するなど、調査を徹底すればよいことだ。
　監察結果からは、防衛省の黒江哲郎事務次官が隠蔽を主導したかのような印象を受ける。だが稲田氏は同省トップとして報告を受け、正しい判断を下す立場にある。会合の場で直接、非公開に言及しなかったとしても、黙認すれば了承と同じで、それだけで防衛相失格だ。
　もともと稲田氏の防衛相としての資質を疑う声は、就任直後からあった。憲法を軽視するような国会答弁や、事実誤認の発言を撤回し、謝罪したこともある。中でも東京都議選での自民党候補の集会では、自衛隊の政治利用と取られる発言をして「非常識」と非難された。
　しかし安倍首相はその都度、罷免を拒み、稲田氏をかばい続けた。憲法改正や靖国神社参拝など、首相自らと同じ保守色の強い政治信条を持つ稲田氏を、「将来の首相候補」などと持ち上げ、異例の抜てきを続けてきた。
　こうした首相の姿勢が問題を大きくし、ついには防衛省と、実力組織である自衛隊の混乱を招いたといえる。閣僚の任命責任が首相にあることは自明だが、今回の責任はことのほか重い。
　日報問題で稲田氏は、最後まで隠蔽への関与を認めなかった。首相の任命責任も併せ、国会の閉会中審査で厳しく問いただす必要がある。

佐賀新聞／2017/7/28 10:05

論説　稲田防衛相辞任へ

　稲田朋美防衛相が南スーダン派遣の国連平和維持活動（ＰＫＯ）日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、混乱を招いた責任を取って辞任する意向を固めた。
　日報問題に関する防衛省の特別防衛監察の結果は２８日に公表される。防衛省の組織ぐるみの隠蔽に稲田氏が関与していたのかが監察結果の焦点だが、それ以前に防衛省・自衛隊自体が混乱状態に陥っており、稲田氏が省内を掌握する文民統制（シビリアンコントロール）が機能していたのかが問われる事態となっていた。
　実力組織である自衛隊の混乱は由々しき問題である。８月３日にも実施される内閣改造の直前までこの事態を引きずった末の辞任の判断は遅すぎたと言えよう。
　稲田氏はこれまでも不適切な言動が相次ぎ、防衛相としての資質が疑問視されてきたが、安倍晋三首相は続投させてきた。この事態を招いた首相の任命責任も問われる。
　ＰＫＯ日報問題では、昨年１０月に防衛省が受理した情報公開請求に対して当初、「陸上自衛隊で廃棄済み」として不開示を決定したが、その後、陸自内部で保管していたことが判明。しかし非公表としたことが今年３月に明らかになった。
　複数の防衛省関係者は、陸自に保管していた事実を非公表とする方針を２月に稲田氏に報告し、了承を得ていたと明らかにし、陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が非公表方針を了承していたことを記載していたという。
　一方、稲田氏は了承の事実を否定、３月の国会答弁では陸自での保管に関して「報告されなかった」と述べていた。
　稲田氏は２５日の参院予算委員会の閉会中審査で「批判はあるが、私はシビリアンコントロールはきいていると考えている」と答弁したが、こうした混乱自体が統制の欠如と言うしかない。
　特別防衛監察の結果によって処分を受けるとみられる防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官と、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も辞任する方向だ。内部の信頼関係が崩壊した防衛省・自衛隊は、早急に体制を立て直す必要がある。
　稲田氏は衆院当選４回ながら、安倍首相によって政府や自民党の要職に起用され続けてきた。しかし防衛相としては不適格だったと言わざるを得ない。
　先の東京都議選では自民党候補の応援演説で「防衛省・自衛隊、防衛相、自民党としてもお願いしたい」と発言。自衛隊の政治利用と指摘され、撤回した。
　今月６日には、自衛隊が九州北部の豪雨で救助活動に当たっているさなかに約１時間１０分にわたり「政務」を理由に防衛省を離れていた。指揮官としての自覚があったのか疑わしい。
　安倍首相はそれでも稲田氏を続投させた。参院予算委の閉会中審査でも、ＰＫＯ日報問題に関し「徹底的な調査を行い、大臣の責任において徹底的に改善をし、再発防止を図ることで責任を果たしてもらいたい」と擁護。都議選での発言についても「演説を行ったその日に撤回し、謝罪した」と不問に付していた。
　内閣改造直前の辞意は、けじめをつけたとは言い難い。自らに近い人物に対するこうした甘い姿勢が安倍政権への不信、内閣支持率の低下につながっていることを厳しく認識すべきだ。（共同通信・川上高志）

社説　ＰＫＯ日報監察　第三者による事実解明を
熊本日日新聞2017年07月29日 
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽［いんぺい］問題に関する特別防衛監察の結果が２８日、公表された。焦点となっていた稲田朋美防衛相の隠蔽への関与について、稲田氏が２月１３、１５日に防衛省幹部らから陸上自衛隊の日報に関する説明を受けていたことは認定。その際、陸自側から日報のデータ保管の報告もあった可能性は否定できないとしたが、稲田氏が非公表とする方針を了承した事実はないと結論付けた。
　非公表を了承したとする複数の政府関係者の証言とは正反対の結果だ。出席者の証言が食い違い、事実認定は困難だったというが、これでは、安倍晋三首相が繰り返し語っていた「徹底的な調査による事実解明」には程遠い。
　隠蔽に関与した防衛省幹部らの処分も発表され、稲田氏は監督責任を取って辞任した。しかし、職を辞したからといって幕引きとするわけにはいかない。信頼関係が崩壊した組織の体制を立て直し、現場で体を張っている自衛隊員の士気を取り戻すためにも、事実解明の手を緩めてはならない。
　この問題は昨年１０月、南スーダンで大規模な戦闘が起きた同７月に陸自派遣部隊が作成した日報の開示を求められたことが発端。監察結果によれば、陸自は日報の存在を確認したが対象外とするのが望ましいとの意図で開示せず、防衛省は１２月２日、「陸自で廃棄済み」として不開示を決めた。
　ところが同月２６日、同省統合幕僚監部に日報の電子データが保管されていることが判明。今年１月には、岡部俊哉陸上幕僚長に陸自でのデータ保管が報告された。しかし、防衛相には統幕にデータがあることしか伝えられなかった。
　２月に公開された日報には、政府軍と反政府勢力の争いが「戦闘」と表現されており、国会で「武力衝突」としてきた政府答弁との整合性が問題となった。稲田氏への日報存在の報告が、確認の１カ月後だったことも問題化。３月には、データが陸自にもあったことが報道で発覚し、組織ぐるみの隠蔽工作に稲田氏も関わっていたとの疑惑が浮上した。
　特別防衛監察は、防衛相直轄の防衛監察本部が行い、防衛相など政務三役は本来、調査の対象外だ。しかし今回は、防衛相自身に疑いの目が向けられる異例の展開となった。徹底した調査が期待されたが、稲田氏への聴取はわずか１時間。２月１３、１５日の会合の出席者に追加の聞き取りを行ったかも定かではない。
　陸自側は防衛監察本部に独自の内部調査の結果を提出し、稲田氏にデータの存在を報告した経緯も伝えていた。しかし監察結果は「隠蔽するとか、非公表を了承するとかはない」という稲田氏の言い分を全面的に採用した。
　これでは、最初から「防衛相の関与なし」を前提とした調査だったのでは、と疑われてもやむを得まい。国民の信頼あっての防衛省・自衛隊だ。世論の納得が得られるよう、事実解明へ第三者による調査を検討すべきではないか。
社説　稲田防衛相辞意　政権の隠蔽体質も問われる
熊本日日新聞 2017年07月28日 
　追い込まれた末の当然の結果だろう。稲田朋美防衛相が２７日、閣僚を辞任する意向を固めた。南スーダン派遣の国連平和維持活動（ＰＫＯ）日報隠蔽［いんぺい］問題を巡り、防衛相トップとして混乱を招いた責任を取る。内閣支持率下落が続く中、安倍政権へさらなる打撃となるのは必至だ。
　日本を防衛する自衛隊の混乱は由々しき問題である。８月３日にも実施される内閣改造の直前までこの事態を引きずった末の辞任の判断は遅すぎたと言えよう。
　さらに隠蔽の了承について稲田氏は否定したままだ。このまま辞任することで曖昧なまま終わらせることはできない。稲田氏は会見で自らの言葉できちんと説明する責務がある。
　稲田氏はこれまでも不適切な発言が相次ぎ、防衛相としての資質が疑問視されてきた。この事態を招いた安倍晋三首相の任命責任も厳しく問われよう。
　ＰＫＯ日報問題では、昨年１０月に受理した情報公開請求に対し「陸自で廃棄済み」として不開示を決定したが、統合幕僚監部に電子データで保管されていたことが判明。さらに陸自内部でも保管されていたが、非公表としていた。
　複数の防衛省関係者は、陸自に保管していた事実を非公表とする方針を今年２月に稲田氏に報告し、了承を得ていたと明らかにし、陸自が防衛監察本部に提出した内部報告書には、稲田氏が非公表方針を了承していたことを記載していたという。
　一連の問題は情報公開請求を受けた後、陸自幹部が「日報は行政文書に当たらない」と判断したことが発端だ。安倍政権はこれまでも森友学園への国有地格安払い下げや、加計学園の獣医学部新設計画を巡る疑惑でも情報の積極的な公表を拒んできた。
　日報問題を巡る特別防衛監察結果は２８日公表される。陸自や稲田氏を含めた防衛省・自衛隊上層部の隠蔽関与をどう認定するかが焦点だ。その内容が注目される。
　これまで政府の説明は二転三転してきた。不都合な事実を隠そうとする政権ぐるみの隠蔽体質が根底にあるのではないか。そうした姿勢が安倍政権への不信、内閣支持率の低下につながっていることを厳しく認識すべきだ。 
宮崎日日／2017/7/29 8:05

社説　稲田防衛相辞任

◆首相の任命責任も問われる◆
　稲田朋美防衛相は南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡り、情報開示に関して自衛隊法違反があったとの特別防衛監察の結果を公表、混乱を招いた責任をとって辞任した。
　特別防衛監察の報告は、焦点だった稲田氏の隠蔽への関与に関して、廃棄済みとした日報が陸上自衛隊に保管されていた事実を非公表とする方針を稲田氏が了承した事実はないと結論付けた。だが事実関係を巡ってはさまざまな情報が防衛省・自衛隊から漏れており、混乱状態に陥っていた。
不適切な言動相次ぐ
　実力組織である自衛隊の混乱は由々しき事態だ。稲田氏は文民統制の能力を失っていたと言うしかない。８月３日にも実施される内閣改造の直前まで事態を収拾できなかった末の辞任は遅すぎた。稲田氏の責任は極めて重い。
　稲田氏は就任以来、防衛相として不適切な言動が相次ぎ、資質が疑問視されてきた。しかしそれでも安倍晋三首相は擁護し続け、続投を許してきた。首相の任命責任が厳しく問われる。
　特別防衛監察は、稲田氏の了承は否定したが、稲田氏への報告の際に「日報データの存在について何らかの発言があった可能性は否定できない」と記述、あいまいさを残した。
　そもそも防衛相の下に設置される監察本部は職員を監察の対象としている。対象ではない防衛相の関与の有無の判定は任務を超えるもので、その報告の正当性には疑問符が付く。独立した第三者機関による調査を行うべきであり、国会でも審議する必要がある。
　防衛相・自衛隊の組織の立て直しも急務だ。特別防衛監察によって停職処分を受けた防衛省事務方トップの黒江哲郎事務次官が辞め、減給処分の陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長も退職する。事実上の更迭だ。内部の信頼関係が崩壊した状態は安全保障政策上、深刻である。
近い人物に甘い姿勢
　衆院当選４回の稲田氏を「将来の首相候補」として重用し、閣僚や自民党の要職に起用し続けたのは首相自身だ。稲田氏は先の東京都議選では自衛隊の政治利用を疑われる発言を行い、撤回した。
　今月６日には、自衛隊が九州北部の豪雨で救助活動に当たっているさなかに１時間以上にわたり防衛省を離れていた。指揮官として不適格と言わざるを得ない。
　首相は稲田氏辞任を受けて「安全保障には一刻の空白も許されない」と強調した。しかしこれまで、稲田氏の下で北朝鮮の弾道ミサイルに対して万全の対応ができていたのか。安全保障関連法に基づく米艦防護などの新たな任務が実施されたことについても、妥当性をあらためて問いたい。
　内閣改造直前の辞任はけじめをつけたとは言い難い。自らに近い人物に対する甘い姿勢が政権不信につながっている。責任の取り方を明確に示すべきだ。

南日本新聞／2017/7/29 8:05

社説　稲田防衛相辞任／混乱招き遅すぎた退場

　２４万人の自衛官を統率し、国の安全保障をつかさどる重要閣僚としての資質を決定的に欠いていたと言わざるを得ない。遅すぎた退場である。
　稲田朋美防衛相がきのう、辞任を表明した。南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡る一連の混乱で責任を取った。事実上の更迭である。
　黒江哲郎事務次官、岡部俊哉陸上幕僚長の事務方、陸上自衛隊両トップも退く。
　問題は稲田氏の責任にとどまらない。混乱を収拾するためになるべく早く更迭すべきだったのに、かばい続けた首相の任命責任も極めて重い。
　というのも、政治が自衛隊をコントロールする「文民統制」が機能しているかという本質的な問いを突きつけているからだ。
　自衛隊の最高指揮官は首相であり、防衛相はその下で自衛隊の隊務を統率する。「国防のツートップ」に、その自覚が足りないのではないかと疑念を抱かせた。
　特別防衛監察の報告は、昨年７月に南スーダンで起きた大規模戦闘の状況などを記録した現地部隊の日報を陸自が保管していた事実を明らかにしなかったのは自衛隊法違反などに当たると認定した。
　焦点になったのは、「廃棄済み」とされた陸自の日報データの存在について、稲田氏にどのように報告されていたかだった。
　特に２月１３日と１５日に防衛官僚や陸自側と稲田氏の間で交わされたやりとりが注目された。
　ここで陸自側から稲田氏にデータの存在が報告されたことや、稲田氏が了承したとの複数の証言があったことが関係者への取材で明らかになっている。
　だが、特別防衛監察の結果には「出席者の証言の食い違い」を理由に詳細なやりとりは示されず、稲田氏が非公表を了承した事実も打ち消した。
　特別防衛監察に際し、稲田氏は徹底した事実解明を約束したはずだ。しかし、自らも聴取を受けることになり、従来の見解を伝えた時点でうやむやになることが決まったと疑われても仕方ない。
　これで幕引きするなら到底納得できない。稲田氏は説明責任を果たしたとは言えず、閉会中審査で真相解明に取り組むべきだ。
　稲田氏は、憲法軽視や自衛隊の政治利用とも受け取れる問題発言も繰り返してきた。「加計問題」などとともに政権への不信感を深めたのは間違いない。
　内閣改造では安全保障に詳しいベテランを防衛相に起用し、内部の信頼関係が崩壊した防衛省・自衛隊を立て直す責任がある。

琉球新報／2017/7/29 6:05

社説　稲田防衛相辞任／疑惑「徹底解明」に程遠い

　まったく遅きに失し、疑惑解明にも程遠い。第三者の調査を求める。
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題に関し、稲田朋美防衛相が説明責任を果たさないまま辞任した。 
　２８日に公表された防衛省の特別防衛監察結果は、稲田氏が２月１３、１５日、防衛省幹部らから陸上自衛隊の日報に関する説明を受けたと認定。その際、陸自側から日報のデータ保管の報告もあった可能性は否定できないとした上で、保管の事実を非公表とする方針を了承した事実はないと結論付けた。 
　この結論は、稲田氏が非公表を了承したとする複数の政府関係者の証言と異なる。稲田氏への聴取はわずか１時間だった。最初から「関与なし」を前提とした監察だったのではないかと疑いたくなる。「徹底した事実解明」を約束した稲田氏の言葉を裏付けたとは言い難い。 
　防衛相の指揮下にある防衛監察は公平・中立性が確保されないことは明らかだ。稲田氏が隠蔽（いんぺい）への関与を認めず、遅過ぎた辞任で幕引きを図ろうとする姿勢は許されない。 
　日報問題は、南スーダンの首都ジュバで大規模戦闘が起きた昨年７月、現地部隊が日々の活動や治安情勢を報告するために作成した日報の情報公開請求を、防衛省が同１０月に受理したことに端を発する。「陸自は廃棄済み」として不開示決定した。その後、陸自内部にデータが残っていたことが判明したが非公表とし、データを消去していた。 
　防衛省・自衛隊にとって都合の悪い文書を、なかったことにして廃棄したことが問われているのである。組織ぐるみの隠蔽体質は国民に対する背信であり、違法性が高い。 
　この隠蔽体質から自衛隊への文民統制（シビリアンコントロール）が機能していないことが分かる。文官トップの事務次官自ら「個人の保存文書」「公文書に当たらない」と判断し、非公表の方針が了承された。制服組と文官が「暴走」したのだ。 
　「暴走」を統制できなかったのは、組織の問題と稲田氏が大臣としての資質に問題があるからである 
　ＰＫＯ日報に政府軍と反政府勢力の抗争を「戦闘」と表現されていたことを問われると「法的な意味での『戦闘行為』はなかった」と強弁。「（戦闘行為が）行われたとすれば９条の問題になるので、武力衝突という言葉を使っている」と憲法軽視の発言をした。 
　東京都議選の応援で「防衛省・自衛隊、防衛相、自民党としてもお願いしたい」と発言し自衛隊を政治利用した。 
　度重なる失言で野党が罷免要求しても安倍晋三首相は稲田氏をかばい続けた。「１強」のおごりの表れである。首相の任命責任と混乱を招いた責任は重い。内閣改造で目先を変えようとするのではなく、安倍首相も辞任して国民に信を問うべきである。

沖縄タイムス／2017/7/29 10:05

社説　稲田防衛相辞任／許されぬあいまい決着

　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報を廃棄したとしながら陸上自衛隊が保管していた問題で、稲田朋美防衛相が辞任した。
　日報隠蔽（いんぺい）に稲田氏が関わっていたかが最大の焦点となっていたが、特別防衛監察結果は核心に切り込まないあまりにもおざなりな内容である。
　「陸自側から日報のデータ保管の報告があった可能性は否定できない」としながら、監察結果は「保管の事実を非公表とする方針を稲田氏が了承した事実はない」と結論付けた。
　一方、稲田氏が否定していた２月１３、１５日に防衛省幹部らから陸自の日報に関する説明を受けたことは認定している。一部報道によると、陸自側から保管の事実を伝えられた１３日のやりとりを記したメモが存在する。報告を受けた稲田氏は、国会審議を念頭に「明日、何て答えよう」と発言したという。特別防衛監察はなぜ、こうした点を突き詰めなかったのか。
　特別防衛監察は、防衛相直轄の防衛監察本部が重大な不正行為などを調査するが、防衛相は対象外である。稲田氏は約１時間聴取されているが、見解の食い違いがあっても関係者の追加聞き取りを実施した形跡はない。
　安倍晋三首相は任命権者であると同時に自衛隊の最高指揮官でもある。防衛省・自衛隊が混乱状態に陥った後も手を打たなかった責任は極めて重い。首相は「閣僚の任命責任は、全て私にある」と決まり文句のようにいうが、具体的にどのような責任を取るのか明らかにしてもらいたい。
　日報隠蔽が情報開示の在り方の問題にとどまらないのは、戦前に軍部の暴走を許した反省からできたシビリアンコントロール（文民統制）の根幹に関わるからだ。今回の問題は政治家である文民の稲田氏が実力組織の自衛隊を統制できていない証しである。
　日報の隠蔽が政治問題化したのは昨年７月、陸自の宿営地があった首都ジュバで政府と反政府勢力で大規模な戦闘が発生したことである。日報には「戦闘」などの生々しい表現が出てくる。
　稲田氏は国会で「（戦闘行為が）行われたとすれば９条の問題になるので、武力衝突を使っている」と意図的に矮（わい）小（しょう）化していると受け取られるような答弁をした。自衛隊員の命に関わることである。紛争当事者間の停戦合意など「ＰＫＯ参加５原則」が崩れていたとみるほかない。
　北朝鮮の核・ミサイル開発で緊張が高まっているこの時期に、防衛大臣・事務方トップ・陸自トップがそろって退く深刻な事態である。
　政権の支持率の回復のために真相究明が遅れたり、ゆがめられたりすることがあってはならない。
　衆院安全保障委員会の閉会中審査について、与党は安倍首相の出席に難色を示しているが、一日も早く国会を開き、安倍首相出席の下で稲田氏、黒江哲郎前防衛事務次官、岡部俊哉陸上幕僚長らを招致すべきだ。独立した第三者機関による調査も早急に行うべきである。あいまいな処理は許されない。

社説　稲田防衛相辞任　隠蔽問題幕引きするな
北海道新聞07/29 05:00 
　稲田朋美防衛相がきのう、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊の日報隠蔽（いんぺい）問題を巡る特別防衛監察の結果を公表するとともに、混乱の責任を取る形で辞任した。
　稲田氏は「一連の問題は隊員の士気を低下させかねない極めて重大かつ深刻なものだ」と述べたが、最大の焦点である自身の隠蔽への関与は最後まで否定した。監察結果も関与を認定しなかった。
　閣僚としての資質を問われ続けてきた稲田氏の辞任は当然で、遅すぎた。安倍晋三首相の任命責任が厳しく問われよう。
　だが、監察結果は真相究明にはほど遠く、稲田氏の言い分も納得のいくものではない。ここで問題の幕引きをしてはならない。
　野党は早期の閉会中審査を求めており、与党は直ちに応じるべきだ。稲田氏も参考人として出席し説明責任を果たす必要がある。
　監察結果は、日報問題に関し２月に事務方や制服組が稲田氏に説明を行った際、陸自にデータが残っていた事実について「何らかの発言があった可能性は否定できない」と曖昧な記述にとどまった。
　稲田氏に報告したとする陸自側と、報告を受けていないという稲田氏の証言が食い違ったためだ。
　しかし説明は、国会で野党から陸自に日報が保管されている可能性を追及された２月１４日を挟んで１３、１５日に行われた。それでも何ら報告がなかったという稲田氏の説明は不自然さが拭えない。
　特別防衛監察は本来、防衛相は対象外で、稲田氏への聴取は任意で１時間行われただけだ。真実に迫ろうとしたとは思えない。
　仮に稲田氏が関与していなかったとしても、重大な問題で蚊帳の外に置かれていたことになる。著しい統率力の欠如である。
　稲田氏はほかにも、学校法人森友学園との関係を巡る国会答弁の混乱や、東京都議選での「防衛省・自衛隊としてもお願いしたい」との発言など、辞任してもおかしくない場面が何度もあった。
　それをかばい続けたのは、稲田氏の国家主義的な思想・信条を高く評価し、要職への異例の抜てきを繰り返した安倍首相だった。
　学校法人加計（かけ）学園の問題と同様に、身内に甘い政権の体質を象徴した１人が稲田氏である。
　野党側は、稲田氏が辞任について首相と相談したと述べたことなどを理由に、閉会中審査に首相も出席すべきだと主張している。事実の解明へ向けた国会の責任は重い。首相に拒否する理由はない。
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